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みんなで支えあう 思いやりのあるまち 本庄 ～ 安心と共生のまちづくり ～ 

「ふくしの杜ほんじょうプラン２１」の進捗管理について 

 

 本市における福祉行政計画の上位計画として、平成３１年４月に「ふくしの杜ほんじょう

プラン２１（第２期本庄市地域福祉計画・第２期本庄市地域福祉活動計画）」（計画期間：平

成３１年度～令和５年度までの５年間）を策定しました。 

 本計画は、本庄の地で、市民が、「ふくし＝ふだんのくらしのしあわせ」を実感できるよ

う、市全体が将来にわたり持続可能に発展していく姿を目指しています。 

 計画に基づく地域福祉の取組を効率的かつ継続的に推進していくために、以下のとおり、

進捗管理方法を定め、事業の実施状況等について点検評価や、課題等の整理を行っていきま

す。 

 

◇進捗管理の目的◇                                 

 

 進捗管理を毎年度行うことにより、計画の取組を着実に進めるとともに、課題等の解決等

に関して、庁内横断的な協力体制を築きます。また、市と本庄市社会福祉協議会との共通意

識を図り、地域福祉推進の理念・方向性を一体にしていきます。 

 

 

◇進捗管理シートについて◇                              

 

以下の項目に関して、事業の各所管課において、進捗管理シートにより報告を行います。 

①計画に基づく年度内の取組状況（具体的な取組内容、事業展開に対する成果） 

②取組内容の評価（取組スケジュール・指標目標に対する進捗状況） 

③課題や今後の方針 

 

 

◇進捗管理の流れ◇                                 

 

（１）進捗管理シートの作成 

計画に基づく事業展開が実施されたのか確認するため、事業の所管課において進捗管

理シートを作成し、点検評価を行います。 

事業が複数の部署に関係する場合は、取りまとめ課が各実行課の取組を取りまとめて

シートを作成します。 

 

（２）進捗管理シートの取りまとめ 

所管課が作成した進捗管理シートを地域福祉課へ提出し、年度内の取組状況及び評価

等について、全事業の集計表を作成します。 



みんなで支えあう 思いやりのあるまち 本庄 ～ 安心と共生のまちづくり ～ 

 

（３）本庄市地域福祉検討会議での評価と進捗管理シート最終案の確定 

本庄市地域福祉検討会議において、計画の進捗状況の確認及び改善策の検討等を行い

ます。会議で出された意見等をもとに、必要に応じて評価の見直しや修正等を行い、進

捗管理シートの最終案を確定します。 

 

（４）本庄市地域福祉審議会の開催 

専門家や各団体の代表者等で組織される「本庄市地域福祉審議会」において、地域福

祉計画の進捗状況等に関する意見を伺います。 

 

 

 

◇評価方法について◇                                

 

 進捗状況の評価については、年度内の取組に関して、下記の４段階に基づき、まずは事業

の所管課が自己評価を行います。その後、本庄市地域福祉検討会議が各事業の取組内容及び

成果等を検証し、評価の査定を行います。 

 

A 達 成 計画通り進め、年度目標を達成した。 

B 未達成 計画に沿って進めているが、年度目標を達成できなかった。 

C 検討中 計画に沿って進める中で、検討を要する課題が多く、進捗が遅れている。 

D 中 止 計画を進めていく中で、実行が困難と判明したため、取組を中止した。 

 

※計画期間中に事業が終了したことにより、進捗管理が不要となった場合は、事業が達成し

た翌年度よりシートの管理を終了します。 

※指標目標の変更については、地域福祉課が事業を実行する課からの申出を受け、本庄市地

域福祉検討会議において検証した後に反映することとします。 

※指標目標の設定については、数値化できるものはできる限り数値化することとします。 



頁 基本戦略 施策細目 重点施策 取　　組 主な実行課

地域福祉課

企画課

2 ２．機能集約センターの設置 地域福祉課

3 ３．新たな機能の設置に係るプロジェクトチーム等の設置 地域福祉課

地域福祉課

生活支援課

生活支援課

地域福祉課

生活支援課

地域福祉課

7 ６．相談支援専門職の確保（取組事例②） こども家庭センター

地域福祉課

生活支援課

9 １．市役所窓口開設時間等の拡充の検討 地域福祉課

地域福祉課

各関係課

11 ３．電話相談窓口の充実 各関係課

地域福祉課

各関係課

13 ５．市民への情報提供手段の再検討（取組事例） 高齢者福祉課

14 １．生活困窮者自立支援事業の充実 生活支援課

15 ２．学習支援体制の強化（取組事例①） 生活支援課

16 ２．学習支援体制の強化（取組事例②） 学校教育課

生活支援課

地域福祉課

18 ３．相談支援専門職の確保（取組事例②）（再掲） こども家庭センター

地域福祉課

生活支援課

20 ５．自殺対策の推進 健康推進課

21 １．成年後見制度利用促進のための拠点の設置と支援 地域福祉課

22 ２．権利擁護相談の充実 地域福祉課

23 ３．市民後見人等権利擁護人材の養成と支援 地域福祉課

24 ４．権利擁護事業に関する周知啓発（取組事例①） 地域福祉課

25 ４．権利擁護事業に関する周知啓発（取組事例②） 市民活動推進課

26 １．更生保護団体への支援 地域福祉課

27 ２．更生保護サポートセンターの運営支援 地域福祉課

28 ３．社会を明るくする運動への支援 地域福祉課

地域福祉課

生活支援課

30 １．避難行動要支援者避難支援プラン（全体計画）の策定と周知啓発 地域福祉課

31 ２．関係機関・団体との情報共有体制の強化 地域福祉課

32 ３．防災活動への避難行動要支援者の参加の促進 危機管理課

危機管理課

市民活動推進課

34 ５．ハザードマップ等の活用支援 危機管理課

19

７．市職員・専門多職種の資質向上方策の検討

②福祉窓口の
多チャンネル
化

10

1.市民の生活
を支える仕組
みづくり

(2)横断的な
サービスづく
り

①生きづらさ
を抱えている
人への支援

17 ３．相談支援専門職の確保（取組事例①）（再掲）

②権利擁護の
推進

③更生保護の
推進

29 ４．刑余者への就労支援の充実

④災害時にお
ける支援体制
の構築33 ４．災害時の相談支援体制の確立

４．市職員・専門多職種の資質向上方策の検討（再掲）

２．相談事業における電子相談窓口の活用

12 ４．市ホームページでの情報提供の充実

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　主な実行課一覧

1

1.市民の生活
を支える仕組
みづくり

(1)相談支援
の仕組みづく
り

①包括的な相
談体制の構築

１．庁内相談・政策管理機能部署の設置

4 ４．連携のための相談支援マニュアルの作成

5 ５．相談支援に係る共通的なアセスメントシート・相談記録等様式の作成

6 ６．相談支援専門職の確保（取組事例①）

8



頁 基本戦略 施策細目 重点施策 取　　組 主な実行課

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　主な実行課一覧

35 １．公共施設のバリアフリー化 各施設所管課

道路管理課

地域福祉課

37 ３．福祉施策の継続及び啓発事業（取組事例） 危機管理課

38 １．各種福祉施策の継続 障害福祉課

39 ２．公共交通の充実強化 都市計画課

40 ３．移動支援に協力的なボランティアの活用 高齢者福祉課

41
４．移動困難者（買い物弱者や医療・介護関連）に対するアウトリーチの施策
検討

高齢者福祉課

営繕住宅課

地域福祉課

43 ２．高齢者・障害のある人等の住居の確保（取組事例①） 高齢者福祉課

44 ２．高齢者・障害のある人等の住居の確保（取組事例②） 介護保険課

45 ３．市営住宅の整備 営繕住宅課

46 １．社会福祉協議会の運営と活動への支援 地域福祉課

47 ２．小地域における住民主体の福祉活動の組織化の支援 地域福祉課

48 ３．地域福祉懇談会等の定期的実施 地域福祉課

49 ４．地域福祉講演会等の実施 地域福祉課

50 ５．福祉関係講座受講者等の実践活動支援の検討（取組事例①） 地域福祉課

51 ５．福祉関係講座受講者等の実践活動支援の検討（取組事例②） 高齢者福祉課

52 １．地域福祉ネットワーク会議（仮）の設置 地域福祉課

53 ２．新たな機能の設置に係るプロジェクトチーム等での検討 地域福祉課

54 ３．個人情報の取扱いに関する指針の作成 地域福祉課

地域福祉課

生活支援課

地域福祉課

高齢者福祉課

57 １．モデルプログラム集等の作成 地域福祉課

58 ２．地域福祉懇談会等の定期的実施（再掲） 地域福祉課

59 ３．地域福祉講演会等の実施（再掲） 地域福祉課

60 ４．福祉関係講座の充実（取組事例①） 高齢者福祉課

61 ４．福祉関係講座の充実（取組事例②） 生涯学習課

62 ５．生涯学習機会の拡大の検討 高齢者福祉課

63 １．生涯学習講座受講者等の受け皿の確保 生涯学習課

64 ２．人材バンクの周知啓発 生涯学習課

65 ３．地域福祉懇談会等の定期的実施（再掲） 地域福祉課

66 ４．福祉関係講座受講者等の実践活動支援の検討（取組事例①）（再掲） 地域福祉課

67 ４．福祉関係講座受講者等の実践活動支援の検討（取組事例②）（再掲） 高齢者福祉課

68 １．民生委員・児童委員協議会への支援 地域福祉課

69 ２．多職種連携のための研修会等の実施 高齢者福祉課

高齢者福祉課

各関係課

71 ４．個人情報の取扱いに関する指針の作成（再掲） 地域福祉課

(1)福祉学習の充実

５．多職種連携事例集の作成検討56

(2)地域人材の確保・育成

(3)専門職・支援関係者の育
成と支援 ３．行政情報の活用支援70

55 ４．連携のための相談支援マニュアルの作成（再掲）

3.地域で共に
生きるための
人づくり

③住まいの確
保

１．住宅セーフティネット法による「居住支援協議会」の設置

2.人と人との
つながりづく
り

1.市民の生活
を支える仕組
みづくり

(3)人にやさ
しい生活環境
の充実

①ユニバーサ
ルデザインと
バリアフリー
のまちづくり

36 ２．居住環境の整備

②移動の支援

42

(1)小地域における福祉活動の
推進

(2)関係機関・団体等との連
携強化



頁 基本戦略 施策細目 重点施策 取　　組 主な実行課

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　主な実行課一覧

72 １．本庄市地域福祉審議会（仮称）の設置 地域福祉課

73 ２．計画進行管理組織による点検評価の実施 地域福祉課

74 ３．計画の周知啓発 地域福祉課

75 ４．地域福祉講演会等の実施（再掲） 地域福祉課

76 ５．地域福祉懇談会等の定期的実施（再掲） 地域福祉課

77 ６．新たな課題への実態調査の実施 地域福祉課

78 １．地域福祉基金の周知と寄附文化の醸成 地域福祉課

79 ２．市の事業における補助金等の活用 地域福祉課

地域福祉課

高齢者福祉課

81 ４．官民連携の強化 高齢者福祉課

(1)市の計画推進体制の強化

(3)地域福祉財源の確保

4.計画推進体
制の発展・強
化

80 ３．関係機関・団体の財源確保への支援



基本戦略1　市民の生活を支える仕組みづくり

ふくしの杜ほんじょうプラン21進捗管理シート(令和5年度)の概要

　　　　(第2期本庄市地域福祉計画)

令和5年度の全体評価としては、Ａ(達
成)が全体の63.8％を占めました。各分
野別の取組状況は、以下の通りです。

63.8%

30.0%

6.3%

令和5年度 全体の評価

A B C D

72.0%

22.0

%

6.1%

令和4年度 全体の評価

A B C D

46.2%

38.5%

15.4%

(1)相談支援の仕組みづくり

85.7%

14.3%

(2)横断的なサービスづくり

90.9%

9.1%

(3)人にやさしい生活環境の充実

27.3%

45.5%

27.3%

基本戦略2

人と人とのつながりづくり

53.3%46.7%

基本戦略3

地域で共に生きるための人づくり

66.7%

33.3%

基本戦略4

計画推進体制の発展・強化



指標目標
※年度初めに設定

設置協議
設置準備

機能検証 機能検証

事　　業

概　　要

年次計画
（予定）

調査研究
設置準備

ワーキンググ
ループでの調査

研究

ワーキンググ
ループでの調査

研究

設置 機能検証

令和４年度より、生活支援課内に福祉総合相談窓口を開設しており
ます。
また、福祉全般に係る政策管理機能の設置に向けた取組として、令
和5年度より地域福祉課内に福祉政策係を設置しました。。

福祉全般に係る政策管理機能部署とし
て、令和５年度より地域福祉課内に福
祉政策係を設置しました。。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

A 令和5年度より地域福祉課に設置した福祉政策係において、今後も福祉関連施策の検討や
連携にあたっての総合調整を行っていきます。

≪備考≫

自己評価 今後の方針

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（１） 相談支援の仕組みづくり

実行課 地域福祉課・企画課

重点施策① 包括的な相談支援体制の構築

１．庁内相談・政策管理機能部署の設置

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

重点事項・
重点的取組

①庁内相談支援・調整機能の設置
市役所庁内において、市民の困りごと等を「とりあえず」「まるごと」受け止
める機能を持つとともに、複合ニーズを持つ困難事例への対応を一元的に担い
ます。
②福祉全般に係る政策管理機能の設置
本市の福祉行政を共通の施策方針をもって効率的かつ効果的に運営するため、
個別分野施策の連携にあたっての総合調整機能を担うほか、各分野に共通的な
福祉関係施策について企画立案等を行う機能を想定します。

1

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止



調査研究
設置準備

モデル設置
機能検証

調査研究の実施
ワーキンググ

ループでの調査
研究

ワーキンググ
ループでの調査

研究

ワーキンググ
ループでの調査

研究

ワーキンググ
ループでの調査

研究

第３期地域福祉計画の内容を検討する過程において、機能集約セン
ター設置を含め、包括的支援体制の強化に向けた検討を行いまし
た。

包括的支援体制の強化に向けた検討を
行いました。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

C 地域共生社会の実現に向け、既存の資源も活用しながら、どのような支援体制を構築して
いくことが望ましいか、重層的支援体制整備事業も含めて検討を進めていきます。

≪備考≫

自己評価 今後の方針

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（１） 相談支援の仕組みづくり

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

指標目標
※年度初めに設定

重点施策① 包括的な相談支援体制の構築

２．機能集約センターの設置

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

重点事項・
重点的取組

①身近な圏域（日常生活圏域）において保健医療・福祉に関する市民の困りご
と等を「とりあえず」「まるごと」専門職が受け止め、在宅生活支援を行う機
能を構築します。
②社協にコミュニティソーシャルワーカ—（CSW）を配置し、アウトリーチに
よる困りごとへの対応のほか、個別支援を通じた地域支援を行うことで、ボラ
ンティアセンター等との連携や地域のネットワークづくりにより、制度外サー
ビスを必要とする人への支援の基盤を構築していきます。

調査研究
設置準備

年次計画
（予定）

2



年次計画
（予定）

ワーキンググ
ループでの調査

研究

－ －

ワーキンググ
ループの設置

ワーキンググ
ループでの調査

研究

ワーキンググ
ループでの調査

研究

ワーキンググ
ループでの調査

研究

指標目標
※年度初めに設定

PTの設置 新たな機能の設置準備室の設置

令和５年度より地域福祉課内に設置した福祉政策係において、第３
期本庄市地域福祉計画策定に向けた検討及び庁内調整を行いまし
た。

審議会や庁内会議を開催し、第３期本
庄市地域福祉計画を策定しました。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

C 福祉政策の企画立案や総合調整を引き続き行い、これまで以上に効率的で効果的な福祉行
政を推進していきます。

≪備考≫

自己評価 今後の方針

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（１） 相談支援の仕組みづくり

実行課 地域福祉課

重点施策① 包括的な相談支援体制の構築

３．新たな機能の設置に係るプロジェクトチーム等の設置

庁内相談・政策管理機能部署及び機能集約センターの２つの新たな機能の設置
にあたり、設置方法・人員配置・分掌事務等の在り方や実施に係る技術的課題
について具体的な検討を進めるためのプロジェクトチーム及び組織内調整を行
うための準備室を設置します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

事　　業

概　　要重点事項・
重点的取組

3



年次計画
（予定）

マニュアル等の
整備、作成

マニュアル・様式等の作成

関係課への調査
の実施

関係課への調査
の実施

マニュアル等の
作成

マニュアル等の
整備、作成

マニュアル等の
整備、作成

指標目標
※年度初めに設定

調査研究 － －

関係各課が活用しているマニュアルや事務の概要等について、組織
横断的に活用できるよう、情報共有に努めています。
また、令和5年度は、県の「市町村総合相談支援体制構築のための
アドバイザー派遣事業」を活用し、包括的相談支援・多機関協働に
よる支援体制の構築の必要性等に関する理解を深めました。

他課が担当する業務や制度に関して、
各職員がいつでも情報収集できる体制
となっています。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

B 引き続き関係各課が所有しているマニュアルや事務の概要等の情報共有に努めます。

≪備考≫

自己評価 今後の方針

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（１） 相談支援の仕組みづくり

実行課 地域福祉課・生活支援課

重点施策① 包括的な相談支援体制の構築

４．連携のための相談支援マニュアルの作成

個人の資質ではなく、仕組みとして効率的に連携していくためには、連携手法
を標準化する必要があることから、相談支援及び連携に関する統一的な基準と
しての「相談支援・連携マニュアル（仮）」を作成します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

事　　業

概　　要重点事項・
重点的取組

4



A 迅速に横断的対応を行うよう、アセスメントシートを利用します。適当な期間を設け、ア
セスメントシートや利用の仕方について見直し等を行います。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

令和５年３月から６月まで関係課に試用を依頼し、その後、利用を
開始しました。

※関係課：福祉総合相談に係る連絡会議に参加した市民生活部市民
活動推進課・支所市民福祉課、福祉部全課、保健部健康推進課・子
育て支援課（当時）

アセスメントシートの利用を開始しまし
た。

＜令和５年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

調査研究 マニュアル・様式等の作成 － －

指標目標
※年度初めに設定

関係課への調査
の実施

関係課への調査
の実施

マニュアル等の
作成

アセスメント
シートの作成

アセスメント
シートの作成

アセスメント
シートの利用

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（１） 相談支援の仕組みづくり

実行課 生活支援課・地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策① 包括的な相談支援体制の構築

５．相談支援に係る共通的なアセスメントシート・相談記録等様式の作成

支援対象者に対して、迅速に横断的対応を行うため、現在、本市のそれぞれの
分野で利用されている独自の相談支援に係るアセスメントシート等の様式を集
約し、各分野で共通して利用可能なアセスメントシート等を作成します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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A 包括的な総合相談支援体制構築のための組織に必要な人員体制を検討する上で、専門職の
採用を含めた協議を引き続き行っていきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

昨年度に引き続き、生活困窮者自立支援事業において相談業務を社
会福祉協議会へ委託し、専属の職員２名による支援を行いました。
また、令和５年度にひきこもり相談員を設置し、精神保健福祉士１
名を会計年度任用職員として任用しました。

生活困窮者自立支援事業への相談件
数：383件
総合相談窓口への相談件数：303件
ひきこもり相談への相談件数：20件

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

調査研究 相談支援専門職採用の検討 － －

指標目標
※年度初めに設定

調査研究の実施 採用の検討 採用の検討 採用の検討 採用の検討

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（１） 相談支援の仕組みづくり

実行課 生活支援課・地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策① 包括的な相談支援体制の構築

6．相談支援専門職の確保（取組事例①）

新たな機能の設置にあたっては、相談支援に関わる高度な専門性が市職員に必
要となることから、相談支援の専門性を持つ社会福祉士等の確保を検討しま
す。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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【実行課について】
　「こども家庭センター」は、令和６年度組織改正により新設されました。
　令和５年度までの実行課は「子育て支援課」です。

A
令和6年度からこども家庭センターが設置されます。社会福祉士資格を有する職員、保健
師、家庭児童相談員、利用者支援専門員等に加え、新たに組織改編された母子保健係か
ら、様々なリスクのある妊産婦（特定妊婦）について報告を受け、合同ケース会議を開
き、切れ目のない支援と、児童虐待の予防と対応の強化を図ります。また、公認心理師な
どの専門職を取り入れ、親子愛着形成、保護者の精神疾患、こどもの発達面等の課題解決
に向けて対応していきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

令和３年度より子ども家庭総合支援拠点を設置し、社会福祉士資格
を持つ正規職員、保健師、教員免許等をもつ正規職員や家庭児童相
談員が業務を行いました。引き続き、子育て世代包括支援センター
に専任職員（利用者支援専門員）を配置し、相談援助体制を強化し
ています。また、専門知識を持つ職員が相談業務に集中しやすい体
制を整えるため、窓口業務や事務を補助する会計年度任用職員の配
置をしました。

社会福祉士資格を有する職員、保健
師、家庭児童相談員、利用者支援専門
員等がそれぞれの専門を生かし、支援
強化につながりました。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

調査研究 相談支援専門職採用の検討 － －

指標目標
※年度初めに設定

調査研究の実施 採用の検討 採用の検討 増員の検討 専門職採用の検討

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（１） 相談支援の仕組みづくり

実行課 こども家庭センター

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策① 包括的な相談支援体制の構築

6．相談支援専門職の確保（取組事例②）

新たな機能の設置にあたっては、相談支援に関わる高度な専門性が市職員に必
要となることから、相談支援の専門性を持つ社会福祉士等の確保を検討しま
す。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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B 研修会の開催等を通じて、福祉相談における組織の連携を引き続き強化していきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

令和5年度は、県の「市町村総合相談支援体制構築のためのアドバ
イザー派遣事業」を活用して研修会を開催し、包括的相談支援・多
機関協働による支援体制の構築の必要性等について学びました。
また、若手職員を対象として障害平等(ＤＥＴ)研修を実施し、職員
の「心のバリアフリー」に対する意識の向上を図りました。

県アドバイザー研修会開催：１回
参加者：２０人
課題が複雑化・複合化する中で、包括
的相談支援・多機関協働による支援体
制の構築について、他市先行事例の紹
介や事例研究を通じて、理解を深める
ことができました。
障害平等(ＤＥＴ)研修開催：１回
参加者数：２５人

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

調査研究 研修プログラム等の実施

指標目標
※年度初めに設定

研修プログラム
の開発

研修プログラム
の開発

研修の実施

研修プログラム
の開発

研修の実施

研修プログラム
の開発

研修の実施

研修プログラム
の開発

研修の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（１） 相談支援の仕組みづくり

実行課 地域福祉課・生活支援課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策① 包括的な相談支援体制の構築

７．市職員・専門多職種の資質向上方策の検討

包括的な相談支援体制を効果的に展開するために、実務を担っていく市職員の
資質や相談援助技術の向上はもちろんの事、相談支援専門職等の支援に携わる
人々が、共通認識を持って業務を遂行できるような研修プログラムの構築を検
討します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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B 試験的に実施した休日窓口においては十分なニーズ把握ができなかったため、課題を整理
した上で、取組を継続的に実施していきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

多様な生活課題を複合的に抱える方や、自ら「助けて」ということ
ができず必要な支援が届いていない方に支援を届けるための体制と
して、試験的に休日の福祉総合相談窓口を開設しました。

令和５年度福祉総合相談窓口実施日
・令和５年５月１４日（日曜日）
　9：00～16：00
・令和５年11月26日（日曜日）
　9：00～16：30

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

調査研究 窓口開設時間等の拡充検討

指標目標
※年度初めに設定

関係課への調査
の実施

関係課への調査
の実施

拡充の検討 拡充の検討 拡充の検討

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（１） 相談支援の仕組みづくり

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策② 福祉窓口の多チャンネル化

1．市役所窓口開設時間等の拡充の検討

平日就労している市民等、通常の開庁時間で福祉行政手続きができない市民等
を対象に、平日8:30～17:15以外の福祉窓口の開設を検討します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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B 通常の開庁時間内に相談等を行うことが困難な市民を対象とした相談の受付体制につい
て、引き続き調査研究を進めます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

各担当部署において、ホームページを通じてメールによる問い合わ
せがあった場合は電話やメールによる対応を行っています。

ホームページや各課の専用アドレスを
通して電子メールによる相談対応が可
能となっています。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

調査研究 電子相談の仕組みの検討

指標目標
※年度初めに設定

関係課への調査
の実施

関係課への調査
の実施

専用ページ開設
の検討

専用ページ開設
の検討

専用ページ開設
の検討

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（１） 相談支援の仕組みづくり

実行課 地域福祉課・各関係課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策② 福祉窓口の多チャンネル化

２．相談事業における電子相談窓口の活用

容易に市役所窓口に来ることができない市民を対象とする、電子メールを利用
した相談窓口の開設やホームページ上での相談専用ページ等、直接窓口を訪れ
る必要のない仕組みを検討します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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関係課への調査
の実施

概　　要

A 福祉総合相談窓口を中心に庁内相談窓口等の周知に努め、更なる利用の促進を図ります。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

電話による相談については各部署で行っています。また、市内４箇
所の地域包括支援センターにおいて高齢者の総合相談を実施してい
るほか、成年後見サポートセンター(社会福祉協議会へ委託)によ
り、成年後見制度に関する相談に対応しています。

初回での相談の多くは電話による相談
であり、その後の支援へ繋がる手段と
なっています。また、成年後見サポー
トセンターについては市HP等により周
知を図りました。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

電話相談窓口の周知啓発

指標目標
※年度初めに設定

関係課への調査
の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（１） 相談支援の仕組みづくり

実行課 各関係課

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策② 福祉窓口の多チャンネル化

３．電話相談窓口の充実

市で行っている電話相談窓口の対象範囲の拡大を検討するとともに、電話相談
から直接的な支援につなげるための仕組みを検討していきます。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

電話相談窓口の
周知啓発

電話相談窓口の
周知啓発

電話相談窓口の
周知啓発

事　　業

11



関係課への調査
の実施

概　　要

B ホームページでの情報・機能の充実を図り、市民にとって利便性の高い情報提供窓口を確
保します。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

市ホームページに、各種制度の概要や申請書様式、各相談窓口の案
内やイベント開催の周知等を掲載しているほか、災害等の緊急性の
高い情報について迅速な情報提供を行っています。また、市公式
SNSを通じ、イベント情報の提供等を行っています。

ホームページでの情報提供を充実させ
ることで、それぞれが必要なタイミン
グで市の情報を入手することが可能と
なっており、市民の利便性向上につな
がっています。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

ホームページでの情報提供の充実

指標目標
※年度初めに設定

関係課への調査
の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（１） 相談支援の仕組みづくり

実行課 地域福祉課・各関係課

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策② 福祉窓口の多チャンネル化

４．市ホームページでの情報提供の充実

特に若い世代が多く利用する傾向にある、市ホームページでの情報提供を充実
させることで、利便性の高い情報提供窓口を確保します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

情報提供サイト
の検討

情報提供サイト
の検討

情報提供サイト
の検討

事　　業
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A 今後も関係課や関係機関と連携し、様々な場や方法で情報提供を行っていきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

健康推進課で実施する特定健康診査の待ち時間を利用して、地域包
括ケアシステムや介護予防、生活支援、在宅医療（人生会議）等の
動画を放映し周知を図りました。また、介護予防（はにぽん筋力ト
レーニング）については、広報やホームページ、本庄ケーブルテレ
ビの協力による放映を行い、広く市民に周知を行いました。

動画放送：82日間
（参考：令和4年度81日間）

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

調査研究

指標目標
※年度初めに設定

民間事業者との
共同事業の実施

調査研究
情報提供の実施

調査研究
情報提供の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（１） 相談支援の仕組みづくり

実行課 高齢者福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策② 福祉窓口の多チャンネル化

５．市民への情報提供手段の再検討（取組事例①）

講演会や健診等の市の事業において、多様な情報を参加者等に提供すること
で、情報提供機会を拡大するとともに、市民の日常生活の中で自然に福祉関係
情報等を取得できるように情報提供手段及びその機会の確保に努めます。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

調査研究
情報提供の実施

調査研究
情報提供の実施

13



A
・関係機関連携により課題分析を行うことで、複合的な課題に同時並行的に対応する世帯
包括型の支援を推進していきます。
・８０５０問題及び引きこもり等に対するアウトリーチを強化するとともに、実態把握を
行い、早期支援を推進します。
・就労定着率の向上を目指します。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

生活困窮者からの生活全般に関する相談を包括的に受け付け、自立
に向けたアセスメントの実施、プランの作成等の支援を行うほか、
地域の関係機関等との連携協力関係を構築することにより、生活困
窮者の自立を図りました。

国の指標を上回る令和5年度事業実績
（支援プラン作成124件、新規相談
383件）

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

生活困窮者自立支援事業の充実

指標目標
※年度初めに設定

国が設定する支
援プラン作成目
安値（７２件）

の達成

国が設定する支
援プラン作成目
安値（８４件）

の達成

国が設定する支
援プラン作成目
安値（８４件）

の達成

国が設定する支
援プラン作成目
安値（８４件）
の達成

国が設定する支
援プラン作成目
安値（114件）

の達成

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 生活支援課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策① 生きづらさを抱えている人への支援

１．生活困窮者自立支援事業の充実

生活困窮者の経済的自立と共に、その人が暮らす地域との社会関係を維持・強
化することで自立生活を維持していくことを目的とした支援を展開します。
また、地域に潜在化している生活困窮者を早期支援につなげていくために、関
係機関・団体と連携した事業周知を推進し、アウトリーチによる支援対象者の
掘り起しを図ります。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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A 引き続き小・中・高と継続した教育と福祉の協力体制を強化します。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

不登校生徒及び保護者等へ家庭訪問、電話相談、進路相談及び学習
教室への勧誘を行いました。
また、学校等教育機関と情報連携を行い、教育と福祉の協力体制を
強化しました。
保護者へのアンケートでは、「学習時間が増えた」・「お友達も増
えた」「勉強も宿題もみてもらえて、運動もできてすごく楽しそう
です」などの回答がありました。

・家庭訪問：延べ1,481回
・学習教室：183回
参加者:55名（小学生17名・中学生17
名・高校生21名）
・就労体験等イベント：37回開催
進路実績としては中学生12名中、11名が
全日制高校、１名が通信制高校へ進学しま
した。高校生４名中、１名が進学（専門学
校）、３名が就職となりました。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価

学習支援体制の強化

指標目標
※年度初めに設定

関係機関との連
絡調整の実施

関係機関との連
絡調整の実施

関係機関との連
絡調整の実施

関係機関との連
絡調整の実施

関係機関との連
絡調整の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 生活支援課

事　　業

概　　要

重点施策① 生きづらさを抱えている人への支援

２．学習支援体制の強化（取組事例①）

貧困の連鎖を予防し、子どもの将来の自立を促すため、民間の社会資源を活用
するとともに、学校等教育機関との連携を強化し、教育と福祉の協力体制を強
化します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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A
今後も、より多くの生徒の参加が得られるよう、各市内公立中学校とも相談しながら、開
催方法や開催日、実施内容等の工夫を図って参ります。
また、地域の指導者からの協力がさらに得られるよう、学校運営協議会等とも連携しなが
ら、取組の充実を図って参ります。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

7月上旬から2月上旬にかけて、市内公立4中学校において、家庭
での学習習慣が十分に身に付いていない生徒や、意欲はあるが学習
に不安を感じたり、学習の仕方がわからなかったりする生徒に対し
て、地域人材（元教員や大学生、高校生などの地域住民等）を活用
しての放課後又は休業日における学習支援活動を実施しました。
各校とも年間30回程度開催することができました。

市内公立4中学校の1年生から3年生ま
での全学年で、地域人材を活用した放
課後又は休業日における学習支援活動
を実施することができました。
令和５年度登録生徒数：３４７名
全生徒数と比較した登録生徒数の割
合：１８．６%

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

学習支援体制の強化

指標目標
※年度初めに設定

関係機関との連
絡調整の実施

関係機関との連
絡調整の実施

関係機関との連
絡調整の実施

関係機関との連
絡調整の実施

関係機関との連
絡調整の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 学校教育課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策① 生きづらさを抱えている人への支援

２．学習支援体制の強化（取組事例②）

貧困の連鎖を予防し、子どもの将来の自立を促すため、民間の社会資源を活用
するとともに、学校等教育機関との連携を強化し、教育と福祉の協力体制を強
化します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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1

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

実行課 生活支援課・地域福祉課

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

令和５年度

重点施策① 生きづらさを抱えている人への支援

重点事項・
重点的取組

事　　業

3．相談支援専門職の確保（取組事例①）（再掲）

概　　要

新たな機能の設置にあたっては、相談支援に関わる高度な専門性が市職員に必
要となることから、相談支援の専門性を持つ社会福祉士等の確保を検討しま
す。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

年次計画
（予定）

調査研究 相談支援専門職採用の検討 － －

採用の検討

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

昨年度に引き続き、生活困窮者自立支援事業において相談業務を社
会福祉協議会へ委託し、専属の職員２名による支援を行いました。
また、令和５年度にひきこもり相談員を設置し、精神保健福祉士１
名を会計年度任用職員として任用しました。

生活困窮者自立支援事業への相談件
数：383件
総合相談窓口への相談件数：303件
ひきこもり相談への相談件数：20件

指標目標
※年度初めに設定

調査研究の実施 採用の検討 採用の検討 採用の検討

自己評価 今後の方針

A 包括的な総合相談支援体制構築のための組織に必要な人員体制を検討する上で、専門職の
採用を含めた協議を引き続き行っていきます。

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

≪備考≫
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施策細目（２） 横断的なサービスづくり

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

実行課 こども家庭センター

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

令和５年度

重点施策① 生きづらさを抱えている人への支援

重点事項・
重点的取組

事　　業

３．相談支援専門職の確保（取組事例②）（再掲）

概　　要

新たな機能の設置にあたっては、相談支援に関わる高度な専門性が市職員に必
要となることから、相談支援の専門性を持つ社会福祉士等の確保を検討しま
す。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

年次計画
（予定）

調査研究 相談支援専門職採用の検討 － －

専門職採用の検討

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

令和３年度より子ども家庭総合支援拠点を設置し、社会福祉士資格
を持つ正規職員、保健師、教員免許等をもつ正規職員や家庭児童相
談員が業務を行いました。引き続き、子育て世代包括支援センター
に専任職員（利用者支援専門員）を配置し、相談援助体制を強化し
ています。また、専門知識を持つ職員が相談業務に集中しやすい体
制を整えるため、窓口業務や事務を補助する会計年度任用職員の配
置をしました。

社会福祉士資格を有する職員、保健
師、家庭児童相談員、利用者支援専門
員等がそれぞれの専門を生かし、支援
強化につながりました。

指標目標
※年度初めに設定

調査研究の実施 採用の検討 採用の検討 増員の検討

自己評価 今後の方針

A
令和6年度からこども家庭センターが設置されます。社会福祉士資格を有する職員、保健
師、家庭児童相談員、利用者支援専門員等に加え、新たに組織改編された母子保健係か
ら、様々なリスクのある妊産婦（特定妊婦）について報告を受け、合同ケース会議を開
き、切れ目のない支援と、児童虐待の予防と対応の強化を図ります。また、公認心理師な
どの専門職を取り入れ、親子愛着形成、保護者の精神疾患、こどもの発達面等の課題解決
に向けて対応していきます。

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

≪備考≫
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【実行課について】
　「こども家庭センター」は、令和６年度組織改正により新設されました。
　令和５年度までの実行課は「子育て支援課」です。



B 研修会の開催等を通じて、福祉相談における組織の連携を引き続き強化していきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

令和5年度は、県の「市町村総合相談支援体制構築のためのアドバ
イザー派遣事業」を活用して研修会を開催し、包括的相談支援・多
機関協働による支援体制の構築の必要性等について学びました。
また、若手職員を対象として障害平等(ＤＥＴ)研修を実施し、職員
の「心のバリアフリー」に対する意識の向上を図りました。

県アドバイザー研修会開催：１回
参加者：２０人
課題が複雑化・複合化する中で、包括
的相談支援・多機関協働による支援体
制の構築について、他市先行事例の紹
介や事例研究を通じて、理解を深める
ことができました。
障害平等(ＤＥＴ)研修開催：１回
参加者数：２５人

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

調査研究 研修プログラム等の実施

指標目標
※年度初めに設定

研修プログラム
の開発

研修プログラム
の開発

研修の実施

研修プログラム
の開発

研修の実施

研修プログラム
の開発

研修の実施

研修プログラム
の開発

研修の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 地域福祉課・生活支援課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策① 生きづらさを抱えている人への支援

４．市職員・専門多職種の資質向上方策の検討（再掲）

包括的な相談支援体制を効果的に展開するために、実務を担っていく市職員の
資質や相談援助技術の向上はもちろんの事、相談支援専門職等の支援に携わる
人々が、共通認識を持って業務を遂行できるような研修プログラムの構築を検
討します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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施策細目（２） 横断的なサービスづくり

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

実行課 健康推進課

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

令和５年度

重点施策① 生きづらさを抱えている人への支援

重点事項・
重点的取組

事　　業

５．自殺対策の推進

概　　要

平成30年度に策定された本庄市自殺対策計画に基づき、自殺対策を推進しま
す。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

自己評価 今後の方針

年次計画
（予定）

自殺対策の推進

指標目標
※年度初めに設定

自殺対策を推進
するためのネッ
トワーク会議の

開催

自殺対策を推進
するためのネッ
トワーク会議の

開催

自殺対策を推進
するためのネッ
トワーク会議の

開催

自殺対策を推進
するためのネッ
トワーク会議の

開催

自殺対策を推進
するためのネッ
トワーク会議の

開催

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自殺対策を推進するために、関係団体の代表者、関係行政機関の職
員、公募市民からなるネットワーク会議を開催し、統計からみる本
市の現状や本庄市自殺対策計画策定の評価について情報共有を図
り、意見交換を行いました。

ネットワーク会議を開催することで、
自殺対策を推進していくことができて
います。

A 継続的に実施していきます。

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

≪備考≫
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A 「本庄市成年後見サポートセンター」での事業内容等を精査し、運営に係る課題を整理す
るとともに、それらの課題に対しての対応策を検討します。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

社会福祉協議会に運営を委託している「本庄市成年後見サポートセ
ンター」について市広報や市HP等で案内を行い、制度の適切な利
用促進に向けた取組を行いました。

市広報紙や社協だよりに成年後見サ
ポートセンターに関する記事を掲載し
ました。また、制度周知のためのパン
フレット等を関係機関（公共機関、医
療機関及び金融機関）に配布しまし
た。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

中核的拠点の設
置

中核的拠点の設
置

ネットワークの
形成

ネットワークの形成

指標目標
※年度初めに設定

拠点の設置に向
けた調査研究の

実施

拠点の設置に向
けた調査研究の

実施

拠点の設置、具
体的な事業内容

の調整など
拠点の課題整理 拠点の課題整理

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策② 権利擁護の推進

１．成年後見制度利用促進のための拠点の設置と支援

成年後見制度を推進するための中核的拠点を設置し、制度の適切な利用を促進
するための計画の策定を図ります。計画策定を通じ、制度を取り巻く社会資源
とのネットワークの形成や、低所得等により制度を利用することが難しい人へ
の支援の充実を図ります。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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A 成年後見サポートセンターについて、引き続き周知を図るとともに、相談に適切に対応し
ていくための体制整備を検討していきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

成年後見サポートセンターについて、市広報や市HPへの掲載、各
施設等へのパンフレット配布などを通じた周知を行い、制度の適切
な利用促進に向けた取組を行いました。また、権利擁護や成年後見
制度に関する相談に対応しました。

成年後見サポートセンター相談受付件
数
一般受付件数：２８件
専門受付件数：１２件

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

権利擁護相談事業の充実

指標目標
※年度初めに設定

成年後見相談事業
受付件数１５件

後見ほっとライン
の受付件数８０件

成年後見相談事業
受付件数10件

後見ほっとライン
の受付件数90件

成年後見相談事業
（成年後見サポート
センターでの実施分

を含む）
受付件数10件

成年後見相談ダイヤ
ルの受付件数２０件

成年後見サポートセ
ンター相談業務

一般受付件数３０件
専門受付件数２０件

成年後見サポートセ
ンター相談業務

一般受付件数４０件
専門受付件数３０件

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策② 権利擁護の推進

２．権利擁護相談の充実

「本庄市後見ほっとライン」や、市が社協に委託している成年後見相談事業の
周知を進めるとともに、権利擁護を伴う相談に適切に対応するための体制整備
を推進します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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Ａ 地域に権利擁護人材を増やすための講座等を実施し、活動場所に関する検討を社会福祉協
議会と協力して進めていきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

権利擁護人材を養成していくため、本庄市成年後見サポートセン
ターにおいて、法人後見従事者及び市の市民後見人登録者を対象
に、具体的な実践事例を学ぶ研修会を開催しました。

成年後見制度研修会参加者(令和５年
11月～12月に開催、３日間)１６人

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

権利擁護人材の活動場所の検討 権利擁護人材の活動場所の提供

指標目標
※年度初めに設定

調査研究及び
講座の実施

調査研究及び
講座の実施

調査研究及び
講座の実施

調査研究及び
講座の実施

調査研究及び
講座の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策② 権利擁護の推進

３．市民後見人等権利擁護人材の養成と支援

市民後見人養成講座の実施等、権利擁護人材を引き続き養成していくととも
に、講座修了者等が権利擁護に関わる事業に参画し、資質向上していくための
継続的な支援を実施します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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A
地域住民に近い民生委員・児童委員、自治会や関係機関に講演会への参加を呼びかけ、制
度に関する理解の輪を広げるとともに、引き続き権利擁護について周知を図っていきま
す。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

令和５年９月16日に、きよみ行政書士事務所・生島清身氏による
講演会（創作落語で学ぶ　笑ンディングノートと成年後見制度）を
開催し、制度の普及啓発を図りました。本講演は、YouTubeによ
る視聴を希望する方に後日配信を実施しました。

来場者：１０８人
YouTube配信：１０人

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

パンフレット等の作成
講演会・研修会等の実施

指標目標
※年度初めに設定

講演会等の実施 講演会等の実施 講演会等の実施 講演会等の実施 講演会等の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策② 権利擁護の推進

４．権利擁護事業に関する周知啓発（取組事例①）

虐待や成年後見制度について、市民をはじめ、関係する福祉関係事業所、民間
事業者等の権利擁護が必要な人を取り巻く人を対象とする講演会・研修会を実
施するとともに、パンフレット等を作成し、周知啓発を図ります。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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A
今後もすべての人々が尊重される社会を目指し、市民の人権意識を高め、人権尊重の精神
が正しく身につくよう、様々な場を通じて人権教育研修等を開催し、人権啓発活動を実施
していきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

公民館等地区・利用者団体に対する人権教育研修会を１１会場で実
施しました。また、著名人を招き、人権に関する講演会を開催しま
した。さらに、民生委員・児童委員等を対象とした人権セミナーを
実施し、人権意識の醸成を図りました。

・公民館等地区・利用者団体人権教育
研修会
 参加者 ２９７名
・著名人を招いた人権講演会
副島　淳氏
 参加者 約３００名
尾木　直樹氏
 参加者 約８００名
・民生委員・児童委員等を対象とした
人権セミナー
 参加者 １２１名

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

パンフレット等の作成
講演会・研修会等の実施

指標目標
※年度初めに設定

講演会等の実施 講演会等の実施 講演会等の実施 講演会等の実施 講演会等の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 市民活動推進課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策② 権利擁護の推進

４．権利擁護事業に関する周知啓発（取組事例②）

虐待や成年後見制度について、市民をはじめ、関係する福祉関係事業所、民間事
業者等の権利擁護が必要な人を取り巻く人を対象とする講演会・研修会を実施す
るとともに、パンフレット等を作成し、周知啓発を図ります。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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A 引き続き保護司会へ支援を行うとともに、保護司活動について情報共有を図っていきま
す。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

本庄地区保護司会の役員会、情報交換会といった各種会議等に市職
員が出席し、保護司会の活動について情報共有を図りました。ま
た、さいたま保護観察所の観察官による定例研修会にも市職員が参
加し、更生保護活動に関する理解を深めました。

役員会等の諸会議への参加：15回
研修会への参加：5回

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

更生保護団体への支援

指標目標
※年度初めに設定

保護司会の会議
や研修会への参

加

保護司会の会議
や研修会への参

加

保護司会の会議
や研修会への参

加

保護司会の会議
や研修会への参

加

保護司会の会議
や研修会への参

加

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策③ 更生保護の推進

１．更生保護団体への支援

市内での保護観察活動を円滑に実施できる環境づくりのために、埼玉県下の更
生保護事業を統括する「さいたま保護観察所」との連携の下、本庄地区及び児
玉地区保護司会への事務支援を行うとともに、他の更生保護団体との連携を強
化します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策③ 更生保護の推進

２．更生保護サポートセンターの運営支援

市内の更生保護活動の拠点とするため、本庄地区及び児玉地区保護司会がそれ
ぞれ運営する、更生保護サポートセンターの運営を支援します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

支援の実施 支援の実施 支援の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

A 引き続き、更生保護サポートセンターの運営を支援し、更生保護活動に協力していきま
す。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

本庄地区更生保護サポートセンターについては、センターの管理運
営の支援を行いました。児玉地区保護司会には、更生保護サポート
センターの活動場所として、昨年度に続き、児玉総合支所第２庁舎
の会議室を提供しました。本庄地区保護司会には、令和6年度から
施設を無償で使用することを認めたため、必要な準備を行いまし
た。

本庄地区保護司会のサポートセンター
の運営も支援することで、今まで以上
に更生保護に関して良好な協力関係を
構築できています。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

更生保護サポートセンターの運営支援

指標目標
※年度初めに設定

支援の実施 支援の実施
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A
引き続き、各関係機関・団体との協力関係を築くとともに、より多くの市民に「社会を明
るくする運動」への理解を深めていただくため、既存の啓発事業に加え、より効果的な
PR手法を引き続き検討していきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

令和5年度から、街頭での啓発品配布キャンペーンを再開しまし
た。キャンペーンには、市職員を含む163名が参加し、計1200
セットの啓発品を市民に配布しました。このほか、「社会を明るく
する運動」のPR動画を市のYouTubeチャンネルに掲載しまし
た。

各種PR事業を実施したことで、市民に
対する、更生保護事業の啓発を推進で
きました。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

社会を明るくする運動への支援

指標目標
※年度初めに設定

新たなキャン
ペーン方法等の

実現

周知、啓発活動
の実施

新たな周知・啓
発活動の実施

新たな周知・啓
発活動の実施

新たな周知・啓
発活動の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策③ 更生保護の推進

３．社会を明るくする運動への支援

罪を犯した人の立ち直りを支える地域社会を構築するため、社会を明るくする
運動本庄市推進委員会への事務支援を強化し、地域住民を対象とした啓発活動
を強化します。また、同運動を通じ、更生保護団体と自治会連合会、民生委
員・児童委員協議会をはじめ、PTA連合会、学校等地域の関係機関・団体と共
に、民間事業者等との協働体制を充実させていきます。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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A 引き続き保護司会と情報を共有しながら適切な支援へとつないでいきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

保護司会の役員会及び情報交換会において、現在就労に困っている
ような刑余者が地域で課題になっている事例について、情報提供を
受けました。

保護司会と定期的に情報交換を行い、
地域の状況を把握することができまし
た。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

刑余者への就労支援の充実

指標目標
※年度初めに設定

調査研究の実施
保護司会との連
絡調整の実施

保護司会との連
絡調整の実施

保護司会との連
絡調整の実施

保護司会との連
絡調整の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 地域福祉課・生活支援課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策③ 更生保護の推進

４．刑余者への就労支援の充実

保護観察対象者を適切に就労につないでいくために、保護司会等と連携を強化
し、支援を要する刑余者を円滑に生活困窮者自立支援事業等につないでいきま
す。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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B
引き続き、制度の周知等によって避難行動要支援者名簿登録の拡大を図るとともに、制度
の活用を促進します。
また、全体計画の改正に向けた調査研究を実施していきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

避難行動要支援者支援制度の周知啓発を図り、対象者へ名簿記載へ
の同意確認を実施するとともに、既登録者の登録情報の更新を行い
ました。全体計画の改正を進められていないため、今後の課題とし
て取り組んでいきます。

新たな制度対象者へ名簿登載の同意確
認を進めるとともに、既登録者に対し
て登録情報の更新を行い、避難支援体
制の整備を進めました。
名簿登録者数：2,168人

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

全体計画の改正 計画の周知啓発及び避難行動要支援者名簿登録者数の拡大

指標目標
※年度初めに設定

計画の調査研究
の実施

計画の調査研究
の実施

計画の調査研究
の実施

計画の調査研究
の実施

計画の調査研究
の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策④ 災害時における支援体制の構築

１．避難行動要支援者避難支援プラン（全体計画）の策定と周知啓発

現行の災害時要援護者避難支援プラン（全体計画）を避難行動要支援者避難支
援プラン（全体計画）（以下「全体計画」という。）に改正し、避難行動要支
援者の避難支援体制を整備するとともに、全体計画の周知啓発を行うことで、
避難行動要支援者名簿登録者数の拡大を図ります。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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Ｂ より適切な情報共有のあり方について情報収集を行うとともに、引き続き、個人情報の取
扱いに留意しながら情報共有を進めていきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

昨年度に引き続き、避難行動要支援者の情報を民生委員・児童委員
や自治会に対して共有するとともに、周知啓発を図りました。ま
た、避難行動要支援者情報の共有先の拡大について、関係部署と協
議を行いました。

避難行動要支援者の情報を民生委員・
児童委員や自治会に対して共有しまし
た。
名簿登録者数：2,168人

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

全体計画の改正 避難行動要支援者名簿の共有先の拡大

指標目標
※年度初めに設定

計画の調査研究
の実施

計画の調査研究
の実施

計画の調査研究
の実施

計画の調査研究
の実施

計画の調査研究
の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策④ 災害時における支援体制の構築

２．関係機関・団体との情報共有体制の強化

災害等緊急時における避難支援の迅速性を確保するとともに、災害に伴う支援
の有効性・効率性を向上させるために、避難行動要支援者名簿の共有先の拡大
を図ります。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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指標目標
※年度初めに設定

計画の調査研究
の実施

事　　業

概　　要

Ａ 出前講座の実施を検討していきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

高齢者団体等を対象に市の出前講座を実施いたしました。
出前講座
開催回数：4回
参加者（合計）：114名

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

全体計画の改正 防災活動への避難行動要支援者の参加の促進

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 危機管理課

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策④ 災害時における支援体制の構築

３．防災活動への避難行動要支援者の参加の促進

避難訓練等の防災活動の実施にあたり、避難行動要支援者が積極的に参加でき
る体制を整え、災害時に迅速かつ効率的な避難支援等を行う地域づくりを図り
ます。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

訓練の実施 訓練等の実施 講習の実施 講習の実施
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事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策④ 災害時における支援体制の構築

４．災害時の相談支援体制の確立

社協の災害ボランティアセンター及び関係機関・団体と連携し、災害時に専門
的な相談支援を行うための体制づくりを検討していきます。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

関係団体等との
連絡調整の実施

関係団体等との
連絡調整の実施

関係団体等との
連絡調整の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 危機管理課・市民活動推進課

Ａ 引き続き、関係団体等や各部署との連携を深めていきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

火災等での被災者支援について、市の担当となる部署と社会福祉協
議会で支援体制の確認を行いました。

火災時の支援体制の整備が図れまし
た。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

災害時の相談支援体制の確立

指標目標
※年度初めに設定

関係団体等との
連絡調整の実施

関係団体等との
連絡調整の実施
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Ａ 支援関係者同士が地域の情報共有を図れるよう出前講座の実施を検討していきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

令和2年度に全戸配布した洪水・内水ハザードマップの活用方法に
ついて、高齢者団体等を対象に出前講座を実施いたしました。

出前講座（ハザードマップの活用支
援）
開催回数：4回
参加者（合計）：114人

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

ハザードマップ等の活用支援

指標目標
※年度初めに設定

関係課との連絡
調整の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（２） 横断的なサービスづくり

実行課 危機管理課

関係課との連絡
調整の実施

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策④ 災害時における支援体制の構築

５．ハザードマップ等の活用支援

避難行動要支援者等との交流等、平常時からの支えあいの意識を醸成するとと
もに、支援関係者同士で情報共有を進めていくため、ハザードマップ等の地域
情報を地域で共有・活用することを支援します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

関係課との連絡
調整の実施

講習の実施 講習の実施

事　　業

34



バリアフリー化
の意向調査等の

実施

概　　要

A
令和６年３月に策定した「本庄市移動等円滑化促進方針（バリアフリーマスタープラ
ン）」に基づき、公共施設を含む様々なバリアフリー化の促進に向けた取組を行っていき
ます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

各公共施設の改修計画等に応じて必要なバリアフリー化を進めてい
ます。

各計画等にバリアフリー化を重視して
いくことが定められており、改修時に
合わせてバリアフリー化を進めていま
す。

＜令和５年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

公共施設のバリアフリー化

指標目標
※年度初めに設定

バリアフリー化
の状況調査の実

施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（３） 人にやさしい生活環境の充実

実行課 各施設所管課

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策① ユニバーサルデザインとバリアフリーのまちづくり

１．公共施設のバリアフリー化

手すり・スロープ・エレベーター・専用トイレの設置、専用駐車場の確保等公
共施設のバリアフリー化を図ります。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

バリアフリー化
の意向調査等の

実施

バリアフリー化
の意向調査等の

実施

バリアフリー化
の意向調査等の

実施

事　　業
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A 策定した本庄市移動等円滑化方針に基づき、バリアフリー化を推進していきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

令和4年度までにバリアフリーに対する現状の把握と課題の抽出・
整理を行い、整理した課題を踏まえ本市のバリアフリーにおける本
庄市移動等円滑化促進方針（案）を作成しました。
令和5年度は、パブリックコメントを実施し、広く市民の意見等を
聴いた上で本庄市移動等円滑化促進方針を策定しました。

多様な関係者との意見交換やパブリッ
クコメントを通じてバリアフリーに関
する様々な意見をいただき、課題を整
理したうえで本庄市移動等円滑化促進
方針を作成しました。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

居住環境の整備

指標目標
※年度初めに設定

関係課との連絡
調整の実施

関係課との連絡
調整の実施

本庄市移動等円
滑化促進方針
（案）の策定

本庄市移動等円
滑化促進方針の

策定

本庄市移動等円
滑化促進方針の

策定

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（３） 人にやさしい生活環境の充実

実行課 道路管理課・地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策① ユニバーサルデザインとバリアフリーのまちづくり

２．居住環境の整備

狭あい道路の解消、歩道の整備及びバリアフリー化、案内表示板へのユニバー
サルデザインの使用の推進等を図ります。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策① ユニバーサルデザインとバリアフリーのまちづくり

３．福祉施策の継続及び啓発事業（取組事例①）

自動車免許返納者等の交通弱者の移動手段の確保、路線バスのノンステップ
化、駅の多機能トイレの設置推進、点字・声の広報等を発行・配布します。市
民及び事業者に対し、啓発のための広報及び研修会を開催し、ユニバーサルデ
ザイン・バリアフリーの周知に努めます。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

福祉施策の実施 啓発の実施
啓発の継続と

周知方法の工夫

事　　業

関係課との連絡
調整の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（３） 人にやさしい生活環境の充実

実行課 危機管理課

関係課との連絡
調整の実施

概　　要

A 今後も周知方法を工夫し、高齢者に対する交通安全意識の啓発や制度の紹介を行います。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

ホームページ等で高齢者への自動車免許自主返納を啓発し、併せて
運転経歴証明書の取得や、シルバー・サポーター制度などの免許返
納後の特典制度について紹介を行いました。

高齢者の交通安全に関する制度の周知
に寄与しました。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

福祉施策の継続及び啓発事業

指標目標
※年度初めに設定
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A
引き続き補助制度を継続し、身体に障害がある方の運転免許取得や運転を可能にする改造
を行うことを支援します。対象者が限定されるため、身体障害者手帳の交付時に個別に案
内をすることで引き続き制度の周知を図ります。また、広報への掲載を検討します。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

市内の身体障害者手帳を持っている方で運転免許の取得や自動車改
造により、就労機会の拡大等が見込まれる方に対して、本庄市身体
障害者自動車改造費補助金交付要綱及び本庄市身体障害者自動車運
転免許取得費補助金交付要綱に基づき、補助金を交付しました。

自動車改造費助成：2件
自動車運転免許取得費助成：0件

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

各種福祉施策の継続

指標目標
※年度初めに設定

自動車改造費
助成　４件

自動車運転免許
取得費助成

２件

自動車改造費
助成　４件

自動車運転免許
取得費助成

２件

自動車改造費
助成　４件

自動車運転免許
取得費助成

２件

自動車改造費
助成　５件

自動車運転免許
取得費助成

２件

自動車改造費
助成　５件

自動車運転免許
取得費助成

２件

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（３） 人にやさしい生活環境の充実

実行課 障害福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策② 移動の支援

１．各種福祉施策の継続

各個別福祉計画に基づき在宅重度心身障害者福祉タクシー利用料金助成、身体
障害者自動車運転免許取得費補助、身体障害者自動車改造費補助等を引き続き
実施します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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市内公共交通利用
者数（路線バス・
デマンドバス・
シャトルバス）
73.5万人

市内公共交通利用
者数（路線バス・
デマンドバス・
シャトルバス）
74万人

重点事項・
重点的取組

指標目標
※年度初めに設定

市内公共交通利用
者数（路線バス・
デマンドバス・
シャトルバス）
84万人

市内公共交通利用
者数（路線バス・
デマンドバス・
シャトルバス）
85万人

市内公共交通利用
者数（路線バス・
デマンドバス・
シャトルバス）
66万人
※指標目標86万人
を新型コロナウイル
ス感染症の影響によ
る利用者の減少を考
慮した数値に修正し
ています。

≪備考≫
Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

年次計画
（予定）

公共交通の充実強化

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

　交通弱者の移動手段の確保や交通不便地域の解消など、誰もが移動しや
すい公共交通を目指し、市内公共交通（路線バス、デマンドバス、シャト
ルバス）の補助金を交付しました。
　また、令和５年３月に本庄市地域公共交通計画を策定し、令和５年度
は、計画に位置付けた「デマンドバス予約システムの改善」に向け、AIを
活用した配車システムについて等、利便性の向上に向けた協議を進めまし
た。

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（３） 人にやさしい生活環境の充実

実行課 都市計画課

重点施策② 移動の支援

２．公共交通の充実強化

公共交通は自家用車に代わる移動手段として交通弱者への対応や環境負荷の軽
減等の観点から各交通機関との連携強化を図ります。また、人の交流促進を促
すため市域を越えた公共交通網のさらなる利便性・快適性の向上を図り、市内
を快適に移動できる交通網の充実を図ります。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

事　　業

概　　要

市内公共交通利用者数（路線バス・デ
マンドバス・シャトルバス）
790,548人
本庄市交通政策協議会：開催回数４回

自己評価 今後の方針

Ａ
新型コロナウイルス感染症の影響により、市内公共交通利用者数が減少しておりますが、
昨年度と比べると大幅に回復している状況です。令和7年3月には、デマンドバスにおけ
るAIシステムを導入し、引き続き、市内公共交通の利便性向上を図るとともに、誰もが安
心して移動できる公共交通を目指します。

39



事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策② 移動の支援

３．移動支援に協力的なボランティアの活用

アンケート結果に、病院や施設の同行支援や買い物の手伝い等を協力したいと
の意見が出されました。地域住民や事業者とともにボランティアの活用を図り
ます。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

調査研究
事業の実施

調査研究
事業の実施

調査研究
事業の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（３） 人にやさしい生活環境の充実

実行課 高齢者福祉課

A 地域の関係者と相談し協力を得ながら継続実施します。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

社会福祉法人や介護保険事業所の協力によるスーパーへの移動支援
を行う際に、地域の助け合い活動について話し合う「協議体」のメ
ンバーや地域の自治会長、民生委員・児童委員、生活支援サポー
ター等にボランティアとして協力していただきました。住民同士の
助け合いによる生活支援や移動支援の活動を支援するため、介護予
防・生活支援サービス事業補助金を制定しました。

参加者(支援を受けた人)：延べ253
人、ボランティア延べ195人。
4圏域で年間47回実施できました。
（参考：令和4年度35回）

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

移動支援に協力的なボランティアの活用

指標目標
※年度初めに設定

調査研究の実施 調査研究の実施

40



事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策② 移動の支援

４．移動困難者（買い物弱者や医療・介護関連）に対するアウトリーチの施策
検討

外出支援を必要とする人のニーズが多様化し、既存のサービスのみでは対応が
困難なケースもあります。今後は様々なノウハウを持つ民間業者等との連携も
推進します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

調査研究
事業の実施

調査研究
事業の実施

調査研究
事業の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（３） 人にやさしい生活環境の充実

実行課 高齢者福祉課

A 地域の関係者と相談し協力を得ながら継続実施します。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

事業所等の空き車両を利用したスーパーへの移動支援について、今
年度より新たに２事業所の協力を得て移動支援を開始しました。ま
た、地域の助け合い活動について話し合う「協議体」において、タ
クシー等の活用に係る実証実験、デマンド交通利用促進のための動
画作成を行いました。

スーパーへの移動支援については、4圏域
で年間47回実施できました。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

今後の方針

移動困難者（買い物弱者や医療・介護関連）に対するアウトリーチの施策検討

指標目標
※年度初めに設定

調査研究の実施 調査研究の実施
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B 「居住支援協議会」の設置の必要性について、現状の把握及び関係課との協議を進めてい
きます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

前年度に引き続き、本庄市は「埼玉県住まい安心支援ネットワー
ク」に参加しており、市営住宅に入居できない住宅確保要配慮者に
ついては、市内のあんしん賃貸住まいサポート店※を紹介していま
す。
※高齢者・障害者・外国人・子育て・被災者・失業者・生活保護・
低所得者等の世帯の住まい探しにご協力いただける不動産仲介業者
のこと。本庄市内の加盟店は４店舗。

埼玉県住まい安心支援ネットワーク全
体会議への参加：書面会議1回

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

住宅セーフティネット法による「居住支援協議会」の設置

指標目標
※年度初めに設定

調査研究の実施 調査研究の実施 調査研究の実施 調査研究の実施 調査研究の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（３） 人にやさしい生活環境の充実

実行課 営繕住宅課・地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策③ 住まいの確保

１．住宅セーフティネット法による「居住支援協議会」の設置

法の主な内容としては、民間の空き家・空き室を活用して、高齢者、低所得
者、子育て世帯等の「住宅確保要配慮者」の入居を拒まない賃貸住宅の登録制
度の創設、「居住支援協議会」の設置、居住支援法人の指定等が制度化されま
した。「居住支援協議会」は住宅確保要配慮者が民間賃貸住宅に円滑に入居で
きるように推進する組織であるため、設置検討を推進していきます。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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Ａ 　サービス付き高齢者向け住宅・有料老人ホームの新規設置については、「本庄市におけ
る高齢者向け住宅の整備方針」に基づき、地域に偏りがないよう注視していきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

　サービス付き高齢者向け住宅・有料老人ホームについては、高齢
者にとって安定した住居の確保のために必要な施設である一方、過
剰なサービス整備となることがないよう将来に必要な介護サービス
基盤の整備量を見込むことが重要です。本市における供給戸数は、
供給目標を超えていることから新規の施設の開設については、「本
庄市における高齢者向け住宅の整備方針」に基づき説明し、市の方
針について理解を求めました。

　新規設置に係る本市への意見照会に
ついて、市の方針を事業者等へ説明
し、併せて、入居者については、市内
に在住する市民を優先するよう考慮を
お願いしました。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

今後の方針

高齢者・障害のある人等の住居の確保

指標目標
※年度初めに設定

事業の維持継続 事業の維持継続

事業の維持継続
高齢者向け住宅
の整備方針の策

定

事業の維持継続 事業の維持継続

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（３） 人にやさしい生活環境の充実

実行課 高齢者福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策③ 住まいの確保

２．高齢者・障害のある人等の住居の確保（取組事例①）

サービス付き高齢者向け住宅・有料老人ホーム（特定の地域に偏らないよう適
切に配置します）
ケアハウス（一人暮らし高齢者の増加を踏まえ、維持継続します）
グループホーム（共同生活の場として、維持継続します）

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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Ａ 施設の維持継続の一助とするため、今後も施設状況を提供していく。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

地域密着型特定施設入居者生活介護（ケアハウス）及び認知症対応
型共同生活介護（グループホーム）の入居情報について市のホーム
ページを毎月更新し、施設情報を提供しました。

令和６年4月1日現在
○ケアハウス
　入居者数2０名（定員29名）
○グループホーム
　11施設
　入居者総数1５５名（定員171名）

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

高齢者・障害のある人等の住居の確保

指標目標
※年度初めに設定

事業の維持継続 事業の維持継続 事業の維持継続 事業の維持継続 事業の継続

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（３） 人にやさしい生活環境の充実

実行課 介護保険課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策③ 住まいの確保

２．高齢者・障害のある人等の住居の確保（取組事例②）

サービス付き高齢者向け住宅・有料老人ホーム（特定の地域に偏らないよう適
切に配置します）
ケアハウス（一人暮らし高齢者の増加を踏まえ、維持継続します）
グループホーム（共同生活の場として、維持継続します）

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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A トイレの水洗化工事、浴室ユニットバス新規設置工事により、浴槽・トイレについての福
祉対応を実現した田中市営住宅について、高齢者や障害のある人等の入居を促進します。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

田中市営住宅の居住性向上と福祉対応を図るため、トイレの水洗化
工事、浴室ユニットバス新規設置工事により、住宅への入居を促進
します。

浴室ユニットバス化及びトイレ水洗
化、洋式化により、高齢者や障害のあ
る人等向けの福祉対応をして入居を促
しました。
※田中市営住宅にて平成29年度より6
年計画にて実施。令和4年度全75戸改
修完了。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

市営住宅の整備

指標目標
※年度初めに設定

田中市営住宅を
年度計画により

改修する

田中市営住宅を
年度計画により

改修する

田中市営住宅を
年度計画により

改修する

田中市営住宅を
年度計画により

改修する

田中市営住宅へ
の入居を促進す

る

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略１ 市民の生活を支える仕組みづくり

施策細目（３） 人にやさしい生活環境の充実

実行課 営繕住宅課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策③ 住まいの確保

３．市営住宅の整備

高齢者や障害のある人、子育て世帯の人々等が、住み慣れた地域で安心して暮
らせるよう市営住宅の整備を進めるとともに家賃を低廉に抑え、効率的で効果
的な管理、運営に努めます。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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A 引き続き、社会福祉協議会の運営の適正化の確保と福祉事業の取組に協力していきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

市民との協働を推進するまちづくりを進めていくため、社会福祉協
議会職員の人件費を補助し、運営の適正化の確保と福祉事業の推進
を図っています。

社会福祉協議会と連携を図りながら事
業を行うことにより、地域福祉の推進
を効率的・効果的に実施しています。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

社会福祉協議会への運営費補助及び活動支援

指標目標
※年度初めに設定

支援の実施 支援の実施 支援の実施 支援の実施 支援の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略２ 人と人とのつながりづくり

施策細目（１） 小地域における福祉活動の推進

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

１．社会福祉協議会の運営と活動への支援

社協の運営費や、市の計画に合致する事業活動を優先的に補助することで、小
地域における住民主体活動のコーディネート機能を強化するとともに、社協の
活動を支援します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

２．小地域における住民主体の福祉活動の組織化の支援

社協を通じて、小学校区等の小地域ごとに住民主体の福祉活動を行うための組
織づくりを支援するための体制を整備します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略２ 人と人とのつながりづくり

施策細目（１） 小地域における福祉活動の推進

実行課 地域福祉課

調査研究の実施 調査研究の実施 調査研究の実施 調査研究の実施 調査研究の実施

C 社会福祉協議会を通じ、小地域ごとに住民主体の福祉活動を行うための組織づくりを支援
していきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

機能集約センターの設置検討と併せて、小地域における住民主体の
福祉活動の組織化の支援の仕組みについて、社会福祉協議会と検討
しました。

第３期本庄市地域福祉計画において、
小地域における福祉活動の推進を検討
しました。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

調査研究 モデル地区の募集・選定 モデル地区への支援

指標目標
※年度初めに設定
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Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

３．地域福祉懇談会等の定期的実施

市民の地域福祉への関心を高めるとともに、地域情報を共有していくために、
「地域福祉懇談会」及び「次世代地域づくり会議」を継続的に実施していきま
す。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

懇談会の開催 懇談会の開催 懇談会の開催

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略２ 人と人とのつながりづくり

施策細目（１） 小地域における福祉活動の推進

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

B 福祉に関する市民の理解を促進し、支えあいの地域社会を構築していくため引き続き実施
します。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

令和４年度に実施した地域福祉懇談会等での意見等を踏まえて、新
たな第３期本庄市地域福祉計画の策定を行いました。

令和５年度は新たな第３期本庄市地域
福祉計画策定のため実施しませんでし
た。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

地域福祉懇談会等の開催

指標目標
※年度初めに設定

懇談会の開催 懇談会の開催
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Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

４．地域福祉講演会等の実施

地域福祉に関する市民の理解を促進し、支え合いの地域社会を構築していくた
め、市民や関係機関・団体構成員を対象とする、地域福祉に関する講演会を毎
年実施します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

講演会の開催 講演会の開催 講演会の開催

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略２ 人と人とのつながりづくり

施策細目（１） 小地域における福祉活動の推進

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

B 地域の支え合いの在り方について、地域の皆さんに考えていただく機会として実施してい
きます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

令和５年度は新たな第３期本庄市地域福祉計画策定のため実施しま
せんでした。

令和５年度は新たな第３期本庄市地域
福祉計画策定のため実施しませんでし
た。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

講演会の開催

指標目標
※年度初めに設定

講演会の開催 講演会の開催
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Ａ 地域で活躍する団体等の現状や意見を伺うとともに、実践活動支援の検討について引き続
き取り組んでいきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

社会福祉協議会と調整を行い、本庄市成年後見サポートセンターに
て、法人後見従事者及び市の市民後見人登録者を対象に、具体的な
実践事例を学ぶ研修会を開催しました。

成年後見制度研修会参加者(令和５年
11月～12月に開催、３日間)１６人

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

福祉関係講座受講者等の実践活動支援の検討

指標目標
※年度初めに設定

関係する団体・
機関等との連絡

調整の実施

関係する団体・
機関等との連絡

調整の実施

関係する団体・
機関等との連絡

調整の実施

関係する団体・
機関等との連絡

調整の実施

関係する団体・
機関等との連絡

調整の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略２ 人と人とのつながりづくり

施策細目（１） 小地域における福祉活動の推進

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

５．福祉関係講座受講者等の実践活動支援の検討（取組事例①）

認知症サポーター養成講座や市民後見人養成講座等、市が実施する講座受講者
が講座内容を地域において実践していくための仕組みを検討します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

５．福祉関係講座受講者等の実践活動支援の検討（取組事例②）

認知症サポーター養成講座や市民後見人養成講座等、市が実施する講座受講者
が講座内容を地域において実践していくための仕組みを検討します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

講座等の実施 講座等の実施 講座等の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略２ 人と人とのつながりづくり

施策細目（１） 小地域における福祉活動の推進

実行課 高齢者福祉課

事　　業

概　　要

A 情報共有及び実践活動に向けた支援を継続します。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

地域活動への協力が可能なサポーター（はにとれ（はにぽん筋力ト
レーニング）サポーター、生活支援サポーター、認知症サポー
ター）や、認知症キャラバン・メイトの登録情報を、市と地域包括
支援センター、社会福祉協議会（生活支援サポーターのみ）とで共
有してコーディネート可能な環境を整え、意見交換会や勉強会等を

行いながら、認知症に関するイベント（オレンジウィーク㏌ほん

じょう）への協力や買い物等生活支援の実践活動へと繋げました。
令和５年度は認知症の人や家族の困りごとと認知症サポーターを中
心とした支援者をつなぐ仕組みであるチームオレンジを設置しまし
た。

地域活動の内容に合わせて、市または地域包括
支援センター、生活支援コーディネーター等で
コーディネートし、実践活動（部分的な実践含
む）に結びついています。
・はにとれサポーター養成講座受講者21人、サ
ポーター登録8人。
・認知症サポーター養成講座（幼児向け、小・
中学生向け、一般向け）受講者数1,650人、サ
ポーター登録6人。認知症キャラバン・メイト
登録者37人、地域包括支援センター在籍のキャ
ラバン・メイト10人。
・生活支援サポーター養成講座受講者15人、サ
ポーター登録2人。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

福祉関係講座受講者等の実践活動支援の検討

指標目標
※年度初めに設定

関係する団体・
機関等との連絡

調整の実施

関係する団体・
機関等との連絡

調整の実施
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指標目標
※年度初めに設定

調査研究の実施 調査研究の実施 調査研究の実施

事　　業

概　　要

年次計画
（予定）

調査研究
設置準備

調査研究の実施 調査研究の実施

モデル設置 機能検証

第３期本庄市地域福祉計画の内容を検討する過程において、地域福
祉ネットワーク会議設置を含め、包括的支援体制強化に向けた検討
を行いました。

包括的な支援体制強化に向けた検討を
行いました。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

C 重層的支援体制整備事業実施と併せた検討を行っていきます。

≪備考≫

自己評価 今後の方針

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略２ 人と人とのつながりづくり

施策細目（２） 関係機関・団体等との連携強化

実行課 地域福祉課

重点施策

１．地域福祉ネットワーク会議（仮）の設置

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

重点事項・
重点的取組

①個別課題・地域課題の検証を通じたネットワークの形成
機能集約センターが対応した日常生活圏域内の個人や世帯が抱える生活課題を
検証することで、地域ニーズの把握・共有を行うとともに、地域のそれぞれの
社会資源同士のネットワークを強化・補完していく機能を検討します。
②サービス・資源開発
日常生活圏域内での個別課題・地域課題に対応した生活支援サービスの開発や
人材発掘・育成を検討し、機能集約センターに提案していく機能を有します。
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指標目標
※年度初めに設定

ワーキンググ
ループでの調査

研究

ワーキンググ
ループでの調査

研究

ワーキンググ
ループでの調査

研究

事　　業

概　　要

年次計画
（予定）

ワーキンググ
ループの設置

ワーキンググ
ループでの調査

研究

PTの設置 新たな機能の設置準備室の設置 新たな機能の設置

第３期本庄市地域福祉計画の内容を検討する過程において、効率的
で効果的な福祉行政の推進について検討しました。

効率的で効果的な福祉行政の推進につ
いて検討しました。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

C 福祉政策係を中心として、福祉関係施策の企画立案や総合調整を行っていきます。

≪備考≫

自己評価 今後の方針

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略２ 人と人とのつながりづくり

施策細目（２） 関係機関・団体等との連携強化

実行課 地域福祉課

重点施策

２．新たな機能の設置に係るプロジェクトチーム等での検討

新たな機能の設置にあたってのプロジェクトチーム、及び組織内調整を行うた
めの準備室において、地域福祉ネットワーク会議（仮）の設置・運用にあたっ
ての協議・調整を行っていきます。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

重点事項・
重点的取組
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B 複雑化する地域の問題に対応していくためには、行政だけでなく地域との連携が必要であ
るという認識の下、地域との情報共有や連携方法について調査研究を行います。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

相談対応にあたるとき、個人情報に触れる部分は本人の同意を得た
上で関係機関や団体等と連携を図っています。統一的な手順やルー
ルを定めていくため、調査研究を進めるとともに、引き続き関係機
関と調整を図っていきます。

具体的なルール作成には至りませんで
した。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

調査研究 ルールの作成 ルールの運用・検証

指標目標
※年度初めに設定

調査研究の実施 調査研究の実施
調査研究の実施
ルールの作成

調査研究の実施
ルールの作成

調査研究の実施
ルールの作成

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略２ 人と人とのつながりづくり

施策細目（２） 関係機関・団体等との連携強化

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

３．個人情報の取扱いに関する指針の作成

連携を具体的に行っていくためには、個人情報の共有が必要不可欠ですが、
サービス提供事業者をはじめ、民生委員・児童委員、自治会等支援関係者が支
援を行うにあたり、適切に個人情報を活用していくための手順及びルールの作
成を検討します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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施策細目（2） 関係機関・団体等との連携強化

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

実行課 地域福祉課・生活支援課

基本戦略2 人と人とのつながりづくり

令和５年度

重点施策①

重点事項・
重点的取組

事　　業

４．連携のための相談支援マニュアルの作成（再掲）

概　　要

個人の資質ではなく、仕組みとして効率的に連携していくためには、連携手法
を標準化する必要があることから、相談支援及び連携に関する統一的な基準と
しての「相談支援・連携マニュアル（仮）」を作成します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

年次計画
（予定）

調査研究 マニュアル・様式等の作成 － －

マニュアル等の
整備、作成

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

関係各課が活用しているマニュアルや事務の概要等について、組織
横断的に活用できるよう、情報共有に努めています。
また、令和5年度は、県の「市町村総合相談支援体制構築のための
アドバイザー派遣事業」を活用し、包括的相談支援・多機関協働に
よる支援体制の構築の必要性等に関する理解を深めました。

他課が担当する業務や制度に関して、
各職員がいつでも情報収集できる体制
となっています。

指標目標
※年度初めに設定

関係課への調査
の実施

関係課への調査
の実施

マニュアル等の
作成

マニュアル等の
整備、作成

マニュアル等の
整備、作成

自己評価 今後の方針

B 引き続き関係各課が所有しているマニュアルや事務の概要等の情報共有に努めます。

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

≪備考≫
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Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

５．多職種連携事例集の作成検討

市内の多様な支援関係者が多職種連携の必要性とその手法を学ぶための機会を充
実させるため、解決事例を「事例集」として周知することで、市民の自覚を促
し、かつ、事例集を作成することで支援関係者の事例対応力の向上を図ります。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

関係課への調査
の実施

関係課への調査
の実施

関係課への調査
の実施

関係課への調査
の実施

調査研究 事例集の作成

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略２ 人と人とのつながりづくり

施策細目（２） 関係機関・団体等との連携強化

実行課 地域福祉課・高齢者福祉課

指標目標
※年度初めに設定

関係課への調査
の実施

事　　業

概　　要

B 支援関係者の事例対応力向上に向け、引き続き、地域の福祉課題についての情報共有を
図っていきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

各地域の多様な支援者や専門職とケアマネジャーが協働で個別事例
の検討を行うとともに地域課題の把握を行う地域ケア個別会議や、
把握された地域課題の整理や検討を行う地域ケア課題整理会議への
参加を通して地域の福祉課題について情報共有を図りました。
包括的な相談支援体制構築後のケース会議の事例や、協議体で挙げ
られた地域課題等の内容を集約するなど、誰もが地域福祉を担う一
員であることの意識の向上を図るための事例集等の作成を検討して
いきます。

地域ケア個別会議：４圏域毎月１回
（計24回）
地域ケア課題整理会議：4圏域各1回

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

56



指標目標
※年度初めに設定

調査研究の実施

事　　業

概　　要

B 引き続き、地域福祉課、学校教育課及び社会福祉協議会と連携を図りながら、福祉教育の
充実を図っていきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

市と社会福祉協議会が共同で作成した 「児童・生徒向け地域福祉
啓発パンフレット」や社会福祉協議会の福祉学習を通じ、地域福祉
の啓発を行います。

新たな啓発パンフレットの作成につい
て検討しました。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

モデルプログラム集の作成 モデルプログラムの実施・検証

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略３ 地域で共に生きるための人づくり

施策細目（１） 福祉学習の充実

実行課 地域福祉課

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

１．モデルプログラム集等の作成

教育課程において、効果的かつ効率的に福祉教育・福祉学習を行うことができ
るよう、ガイドライン及びモデルプログラム集を作成します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

調査研究の実施
モデルプログラ

ム集の作成

調査研究の実施
モデルプログラ

ム集の作成

調査研究の実施
モデルプログラ

ム集の作成

調査研究の実施
モデルプログラ

ム集の作成
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B 福祉に関する市民の理解を促進し、支えあいの地域社会を構築していくため引き続き実施
します。

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

≪備考≫

自己評価 今後の方針

年次計画
（予定）

地域福祉懇談会等の開催

指標目標
※年度初めに設定

懇談会の開催 懇談会の開催 懇談会の開催 懇談会の開催 懇談会の開催

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

令和４年度に実施した地域福祉懇談会等での意見等を踏まえて、新
たな第３期本庄市地域福祉計画の策定を行いました。

令和５年度は新たな第３期本庄市地域
福祉計画策定のため実施しませんでし
た

令和５年度

重点施策

重点事項・
重点的取組

事　　業

2．地域福祉懇談会等の定期的実施（再掲）

概　　要

市民の地域福祉への関心を高めるとともに、地域情報を共有していくために、
「地域福祉懇談会」及び「次世代地域づくり会議」を継続的に実施していきま
す。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

施策細目（１） 福祉学習の充実

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

実行課 地域福祉課

基本戦略３ 地域で共に生きるための人づくり
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施策細目（１） 福祉学習の充実

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

実行課 地域福祉課

基本戦略３ 地域で共に生きるための人づくり

令和５年度

重点施策

重点事項・
重点的取組

事　　業

３．地域福祉講演会等の実施（再掲）

概　　要

地域福祉に関する市民の理解を促進し、支え合いの地域社会を構築していくた
め、市民や関係機関・団体構成員を対象とする、地域福祉に関する講演会を毎
年実施します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

自己評価 今後の方針

年次計画
（予定）

講演会の開催

指標目標
※年度初めに設定

講演会の開催 講演会の開催 講演会の開催 講演会の開催 講演会の開催

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

令和５年度は新たな第３期本庄市地域福祉計画策定のため実施しま
せんでした。

令和５年度は新たな第３期本庄市地域
福祉計画策定のため実施しませんでし
た。

B 地域の支え合いの在り方について、地域の皆さんに考えていただく機会として実施してい
きます。

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

≪備考≫
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A 高校生向けの養成講座の開催及び企業・職域分野での新規開催について検討していきま
す。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

認知症サポーター養成講座を、幼児向け11回、小学生向け11回、
中学生向け5回、市職員向け2回、市民向け14回と多世代へ向けて
開催しました。また、市民総合大学での認知症サポーター養成講座
開催に向けて、生涯学習課と調整しました。

関係者・関係機関の協力により、開催
することができました。（養成者数：
令和元年度1,647人、2年度1,027
人、3年度1,646人、4年度1,832
人、5年度1,650人）

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

調査研究 福祉関係講座の充実検討

指標目標
※年度初めに設定

講座の実施
関係課との連絡

調整の実施

講座の実施
関係課との連絡

調整の実施

講座の実施
関係課との連絡

調整の実施

講座の実施
関係課との連携

調整の実施

講座の実施
関係課との連携

調整の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略３ 地域で共に生きるための人づくり

施策細目（１） 福祉学習の充実

実行課 高齢者福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

４．福祉関係講座の充実（取組事例①）

社会福祉に関係する生涯学習講座の実施を検討します。また、認知症サポー
ター養成講座や市民後見人養成講座等、市が実施する福祉関係講座等を生涯学
習の中で体系的に実施します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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A 今後も福祉・介護等に関連する幅広く、且つ参加しやすい講座等の企画に努めます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

市民総合大学や各公民館講座等にて、福祉・介護等に関連する講座
等を開催しました。
（講座内容等：認知症予防と健康寿命を延ばすための講演「動いて
学ぶ」、１００mウォーキング、椅子ヨガ、認知症予防のための脳
トレ等の各種講座、各種筋力アップ教室、椅子を使ってゆったり太
極拳体操教室、高齢者入浴講座、頭と体の健康教室、高齢者転倒防
止・輪投げ教室、福祉体験活動等）

福祉・介護等に関連する講座や教室に
多くの方が参加され、予防法や健康の
ための効率的な運動方法について学び
ました。（講座及び教室開催：３５7
回、参加者：５，０７４人）

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

調査研究 福祉関係講座の充実検討

指標目標
※年度初めに設定

講座の実施
関係課との連絡

調整の実施

講座の実施
関係課との連絡

調整の実施

講座の実施
関係課との連絡

調整の実施

講座の実施
関係課との連絡

調整の実施

講座の実施
関係課との連絡

調整の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略３ 地域で共に生きるための人づくり

施策細目（１） 福祉学習の充実

実行課 生涯学習課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

４．福祉関係講座の充実（取組事例②）

社会福祉に関係する生涯学習講座の実施を検討します。また、認知症サポー
ター養成講座や市民後見人養成講座等、市が実施する福祉関係講座等を生涯学
習の中で体系的に実施します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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Ａ 　人と人がつながるための新たなコミュニケーションの１つとして、また情報収集の利便
性を知ってもらうために今後もICTを活用した講座等を実施していきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

　地域のつながりの希薄化や情報格差の打開策として、高齢者の皆
さんに、ICTの活用によるコミュニケーションや情報収集の利便性
の高さを知ってもらうために、高齢者向けのタブレット端末講座を
開催しました。

　シニア向けタブレット端末講座（市
内２会場、１講座５日間）参加者４１
人

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

調査研究 生涯学習機会の拡大検討

指標目標
※年度初めに設定

関係課との連絡
調整の実施

関係課との連絡
調整の実施

タブレット講座
の実施

タブレット講座
の実施

タブレット講座
の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略３ 地域で共に生きるための人づくり

施策細目（１） 福祉学習の充実

実行課 高齢者福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

５．生涯学習機会の拡大の検討

生涯学習・社会教育の機会を市民に等しく提供するため、生涯学習講座や認知
症サポーター養成講座等の実施にあたり、情報通信技術（ICT）を活用した手法
を検討します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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Ａ
講座を受講した方をすぐにニーズにつなげていくことには、今後も検討が必要であると考
えます。現在のような個人の学習を継続できるよう、広報媒体だけでなく、文化祭などク
ラブ活動の成果に触れる機会に参加していただくことでクラブ団体等の紹介や周知を図り
ます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

講座を受講した方が、継続して学べるように各公民館に登録してい
るクラブ団体や本庄市文化団体連合会などに加入して、他の人たち
と一緒に活動できるように、クラブガイドやリーフレット、広報紙
を用いて情報提供する場を設けました。

毎年、少数ではありますが、クラブ団
体等に加入して活動を続けています。
また、クラブ団体等に参加すること
で、人と人とのつながりも築いていま
す。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

生涯学習講座受講者等の受け皿の確保

指標目標
※年度初めに設定

調査研究の実施 調査研究の実施 調査研究の実施 調査研究の実施 調査研究の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略３ 地域で共に生きるための人づくり

施策細目（２） 地域人材の確保・育成

実行課 生涯学習課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

１．生涯学習講座受講者等の受け皿の確保

生涯学習の成果を適切に地域社会に還元するため、学習者と地域ニーズのマッ
チング機能をつくりだすことを検討します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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重点事項・
重点的取組

自己評価 今後の方針

B 今後の新たな登録団体の有無や周知方法・効果を検証します。

≪備考≫

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

登録者名簿の確認や更新作業を進めました。
改めて人財バンクの見直しを図りまし
た。

人財バンクの周知啓発

指標目標
※年度初めに設定

調査研究の実施 調査研究の実施 調査研究の実施 調査研究の実施 調査研究の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略３ 地域で共に生きるための人づくり

施策細目（２） 地域人材の確保・育成

実行課 生涯学習課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

２．人財バンクの周知啓発

優れた知識又は技能を持ち、社会参加に意欲のある人材を指導者として登録し
ている、本庄市生涯学習人財バンク（以下「人財バンク」という。）の周知啓
発を行い、地域での生涯学習講座等における人財バンクの活用を図ります。ま
た、各種講座等を修了し、知識や技能を習得した人材が小地域における指導者
として活動できるよう、人財バンクへの登録につなげます。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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施策細目（２） 地域人材の確保・育成

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

実行課 地域福祉課

基本戦略３ 地域で共に生きるための人づくり

令和５年度

重点施策

重点事項・
重点的取組

事　　業

３．地域福祉懇談会等の定期的実施（再掲）

概　　要

市民の地域福祉への関心を高めるとともに、地域情報を共有していくために、
「地域福祉懇談会」及び「次世代地域づくり会議」を継続的に実施していきま
す。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

自己評価 今後の方針

年次計画
（予定）

地域福祉懇談会等の開催

指標目標
※年度初めに設定

懇談会の開催 懇談会の開催 懇談会の開催 懇談会の開催 懇談会の開催

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

令和４年度に実施した地域福祉懇談会等での意見等を踏まえて、新
たな第３期本庄市地域福祉計画の策定を行いました。

令和５年度は新たな第３期本庄市地域
福祉計画策定のため実施しませんでし
た。

B 福祉に関する市民の理解を促進し、支えあいの地域社会を構築していくため引き続き実施
します。

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

≪備考≫
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A 地域で活躍する団体等の現状や意見を伺うとともに、実践活動支援の検討について引き続
き取り組んでいきます。

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

≪備考≫

自己評価 今後の方針

年次計画
（予定）

福祉関係講座受講者等の実践活動支援の検討

指標目標
※年度初めに設定

関係する団体・
機関等との連絡

調整の実施

関係する団体・
機関等との連絡

調整の実施

関係する団体・
機関等との連絡

調整の実施

関係する団体・
機関等との連絡

調整の実施

関係する団体・
機関等との連絡

調整の実施

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

社会福祉協議会と調整を行い、本庄市成年後見サポートセンターに
て、法人後見従事者及び市の市民後見人登録者を対象に、具体的な
実践事例を学ぶ研修会を開催しました。

成年後見制度研修会参加者(令和５年
11月～12月に開催、３日間)１６人

令和５年度

重点施策

重点事項・
重点的取組

事　　業

４．福祉関係講座受講者等の実践活動支援の検討（取組事例①）（再掲）

概　　要

認知症サポーター養成講座や市民後見人養成講座等、市が実施する講座受講者
が講座内容を地域において実践していくための仕組みを検討します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

施策細目（２） 地域人材の確保・育成

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

実行課 地域福祉課

基本戦略３ 地域で共に生きるための人づくり
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A 情報共有及び実践活動に向けた支援を継続します。

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

≪備考≫

自己評価 今後の方針

年次計画
（予定）

福祉関係講座受講者等の実践活動支援の検討

指標目標
※年度初めに設定

関係する団体・
機関等との連絡

調整の実施

関係する団体・
機関等との連絡

調整の実施
講座等の実施 講座等の実施 講座等の実施

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

地域活動への協力が可能なサポーター（はにとれ（はにぽん筋力ト
レーニング）サポーター、生活支援サポーター、認知症サポー
ター）や、認知症キャラバン・メイトの登録情報を、市と地域包括
支援センター、社会福祉協議会（生活支援サポーターのみ）とで共
有してコーディネート可能な環境を整え、意見交換会や勉強会等を

行いながら、認知症に関するイベント（オレンジウィーク㏌ほん

じょう）への協力や買い物等生活支援の実践活動へと繋げました。
令和５年度は認知症の人や家族の困りごとと認知症サポーターを中
心とした支援者をつなぐ仕組みであるチームオレンジを設置しまし
た。

地域活動の内容に合わせて、市または地域包括
支援センター、生活支援コーディネーター等で
コーディネートし、実践活動（部分的な実践含
む）に結びついています。
・はにとれサポーター養成講座受講者21人、サ
ポーター登録8人。
・認知症サポーター養成講座（幼児向け、小・
中学生向け、一般向け）受講者数1,650人、サ
ポーター登録6人。認知症キャラバン・メイト
登録者37人、地域包括支援センター在籍のキャ
ラバン・メイト10人。
・生活支援サポーター養成講座受講者15人、サ
ポーター登録2人。

令和５年度

重点施策

重点事項・
重点的取組

事　　業

４．福祉関係講座受講者等の実践活動支援の検討（取組事例②）（再掲）

概　　要

認知症サポーター養成講座や市民後見人養成講座等、市が実施する講座受講者
が講座内容を地域において実践していくための仕組みを検討します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

施策細目（２） 地域人材の確保・育成

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

実行課 高齢者福祉課

基本戦略３ 地域で共に生きるための人づくり
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B 今後も引き続き各会議や研修会等を開催し、委員に積極的な情報提供を行います。
地域の関係団体との連携・交流のための場を企画します。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

民生委員・児童委員協議会事務局として事務支援を行いました。各
会議や研修会を開催し、市や社会福祉協議会の情報等の提供を行い
ました。ただし、自治会連合会等の地域の関係団体との意見交換会
は実現できませんでした。

研修会等を通じ、民生委員・児童委員
のスキルの向上を図ることはできまし
たが、地域の関係団体との連携・交流
が深まったとは言えない状況です。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

民生委員・児童委員協議会への支援

指標目標
※年度初めに設定

会議への参加
研修会の実施

会議への参加
研修会の実施

会議への参加
研修会の実施

会議への参加
研修会の実施

会議への参加
研修会の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略３ 地域で共に生きるための人づくり

施策細目（３） 専門職・支援関係者の育成と支援

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

１．民生委員・児童委員協議会への支援

民生委員・児童委員協議会への事務支援を引き続き実施するとともに、地域住
民に身近な相談役である民生委員・児童委員個人の資質向上のため、事例検討
会等の研修の実施を検討します。また、地域での活動の円滑化のため、自治会
連合会等の地域の関係団体との意見交換会等、連携・交流のための場を企画し
ます。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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A

令和元年度

重点事項・
重点的取組

各日常生活圏域において地域包括支援センターを中心に地域ケア会
議やネットワーク会議等の開催、本庄市介護支援専門員連絡会への
活動支援を行いました。また、郡市共同で進める在宅医療・介護連
携推進事業において、専門職を対象とした研修会等を開催しまし
た。

各会議において研修及び意見交換等を行いなが
ら顔の見える関係づくりと支援を行う連携体制
の構築を進めました。
・地域ケア個別会議24回
・地域ケア課題整理会議4回
・地域ケア推進課会議1回
・ネットワーク会議(市全域)6回、(圏域別)12回
・包括的・継続的ケアマネジメント会議10回
・生活支援体制整備事業協議体(市全域)13回、
(圏域別)19回、第1層・第2層協議体交流会1回
・在宅医療多職種連携を考える会開催支援１
回、研修会2回、コミュニケーションツール
（MCS）活用によるちょこっと講座13回

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

調査研究 多職種連携のための研修会等の実施

指標目標
※年度初めに設定

調査研究の実施

事　　業

概　　要

年次計画
（予定）

全ての人(分野)が地域包括ケアシステムの担い手であるとの意識づくりと関係課や関係団
体との連携を進めるため、実情に応じた様々な方法で研修会や会議等を継続実施します。

≪備考≫

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略３ 地域で共に生きるための人づくり

施策細目（３） 専門職・支援関係者の育成と支援

実行課 高齢者福祉課

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

２．多職種連携のための研修会等の実施

専門職及び支援関係者が一堂に会し、連携のための関係性を構築するととも
に、コミュニティソーシャルワーク等の多職種連携に関する技能の向上を図る
ための研修会等の実施を検討します。

年度

研修会等の実施 研修会等の実施 研修会等の実施 研修会等の実施

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
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A 引き続き、支援関係者及び専門職へ市が保有する地域の統計情報等を提供し､その活用方
法について協議していきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

介護予防事業の「はにぽん筋力トレーニング」や「いきいき教室」
「介護予防出前講座」において実施した体力測定やアンケート結果
を分析し､教室のリーダーや参加者、地域包括支援センター、専門
職に報告し共有するとともに意見を聴取しました。

市で集約した統計データを地域包括支
援センター及び専門職と共有し意見交
換を行いながら、事業評価し、次年度
の取組に反映しています。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

行政情報の活用支援

指標目標
※年度初めに設定

調査研究の実施 調査研究の実施 調査研究の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略３ 地域で共に生きるための人づくり

施策細目（３） 専門職・支援関係者の育成と支援

実行課 高齢者福祉課・各関係課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

３．行政情報の活用支援

市が保有している情報のうち、個人情報に該当しない専門職の活動地域に関す
る統計情報等を専門職や支援関係者等が活用し、支援対象者等の地域を適切に
評価していくために、市が保有する情報等を積極的に公開し、その活用方法の
周知等を行います。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

調査研究の実施 調査研究の実施
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事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

4．個人情報の取扱いに関する指針の作成（再掲）

連携を具体的に行っていくためには、個人情報の共有が必要不可欠ですが、
サービス提供事業者をはじめ、民生委員・児童委員、自治会等支援関係者が支
援を行うにあたり、適切に個人情報を活用していくための手順及びルールの作
成を検討します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略３ 地域で共に生きるための人づくり

施策細目（３） 専門職・支援関係者の育成と支援

実行課 地域福祉課

調査研究の実施 調査研究の実施
調査研究の実施
ルールの作成

調査研究の実施
ルールの作成

調査研究の実施
ルールの作成

B 複複雑化する地域の問題に対応していくためには、行政だけでなく地域との連携が必要で
あるという認識の下、地域との情報共有や連携方法について調査研究を行います。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

相談対応にあたるとき、個人情報に触れる部分は本人の同意を得た
上で関係機関や団体等と連携を図っています。統一的な手順やルー
ルを定めていくため、調査研究を進めるとともに、引き続き関係機
関と調整を図っていきます。

具体的なルール作成には至りませんで
した。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

調査研究 ルールの作成 ルールの運用・検証

指標目標
※年度初めに設定
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重点事項・
重点的取組

自己評価 今後の方針

≪備考≫

－

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

※令和元年度達成済み

指標目標
※年度初めに設定

審議会の設置 － －

検討
設置

－ － －

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略４ 計画推進体制の発展・強化

施策細目（１） 市の計画推進体制の強化

実行課 地域福祉課

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

１．本庄市地域福祉審議会（仮称）の設置

計画を推進し、地域福祉を発展させていくために、市、社協、市民、関係機
関・団体が一堂に会し施策の検討を行うほか、計画の進捗状況を共有するとと
もに、定期的に必要な点検評価と改善点の協議を行う等、「PDCAサイクル」
に基づく進行管理を組織的に行い、必要に応じて計画の変更等を行っていきま
す。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

－

事　　業

概　　要

－
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Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

２．計画進行管理組織による点検評価の実施

地域福祉審議会（仮称）を毎年度複数会開催し、計画の定期的な点検評価を実
施します。なお、2019年度は評価方法を検討し、次年度より、前年度評価を
行っていきます。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

前年度評価
最終評価

事　　業

概　　要

前年度評価
中間評価

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略４ 計画推進体制の発展・強化

施策細目（１） 市の計画推進体制の強化

実行課 地域福祉課

前年度評価
次期計画の策定
に関する審議

検討・設置
評価方法の検討

前年度評価
前年度評価
中間評価

前年度評価

Ａ 毎年審議会を開催し、計画の進捗等について委員の皆様からいただいたご意見を今後の取
組に活かしていきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

令和5年度は、地域福祉審議会を合計５回開催し、前年度の取組状
況や、次期計画策定にあたって実施予定の各アンケートや懇談会等
の実施内容についてご審議いただきました。

第１回会議：委員16名出席
第２回会議：委員18名出席
第３回会議：委員14名出席
第４回会議：委員13名出席
第５回会議：委員12名出席

前年度評価
次期計画の策定
に関する審議

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

指標目標
※年度初めに設定

管理組織の設置 前年度評価
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Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

重点施策

３．計画の周知啓発

計画概要版を全戸配布するとともに、計画の進行管理状況をHPや広報等で周知
するなど、機会を捉えて計画の周知啓発を行います。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

前年度・最終評
価の周知

事　　業

概　　要

前年度評価の周知

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略４ 計画推進体制の発展・強化

施策細目（１） 市の計画推進体制の強化

実行課 地域福祉課

前年度評価の周知

概要版の全戸配
布

前年度評価の周
知

前年度・中間評
価の周知

前年度評価の周
知

A 引き続きホームページ等を通じて計画の広報・啓発を行っていきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

第３期本庄市地域福祉計画策定における審議会の議事録や資料と合
わせて完成した計画のデータをホームページ上に掲載しました。

ホームページへの公開により、計画策
定の過程等が広く周知できています。

前年度評価の周知

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

指標目標
※年度初めに設定

全戸配布の実施 前年度評価の周知
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B 地域の支え合いの在り方について、地域の皆さんに考えていただく機会として実施してい
きます。

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

≪備考≫

自己評価 今後の方針

年次計画
（予定）

講演会の開催

指標目標
※年度初めに設定

講演会の開催 講演会の開催 講演会の開催 講演会の開催 講演会の開催

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

令和５年度は新たな第３期本庄市地域福祉計画策定のため実施しま
せんでした。

令和５年度は新たな第３期本庄市地域
福祉計画策定のため実施しませんでし
た。

令和５年度

重点施策

重点事項・
重点的取組

事　　業

4．地域福祉講演会等の実施（再掲）

概　　要

地域福祉に関する市民の理解を促進し、支え合いの地域社会を構築していくた
め、市民や関係機関・団体構成員を対象とする、地域福祉に関する講演会を毎
年実施します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

施策細目（１） 市の計画推進体制の強化

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

実行課 地域福祉課

基本戦略４ 計画推進体制の発展・強化
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施策細目（１） 市の計画推進体制の強化

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

実行課 地域福祉課

基本戦略４ 計画推進体制の発展・強化

令和５年度

重点施策

重点事項・
重点的取組

事　　業

5．地域福祉懇談会等の定期的実施（再掲）

概　　要

市民の地域福祉への関心を高めるとともに、地域情報を共有していくために、
「地域福祉懇談会」及び「次世代地域づくり会議」を継続的に実施していきま
す。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

自己評価 今後の方針

年次計画
（予定）

地域福祉懇談会等の開催

指標目標
※年度初めに設定

懇談会の開催 懇談会の開催 懇談会の開催 懇談会の開催 懇談会の開催

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

令和４年度に実施した地域福祉懇談会等での意見等を踏まえて、新
たな第３期本庄市地域福祉計画の策定を行いました。

令和５年度は新たな第３期本庄市地域
福祉計画策定のため実施しませんでし
た。

B 福祉に関する市民の理解を促進し、支えあいの地域社会を構築していくため引き続き実施
します。

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

≪備考≫
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年次計画
（予定）

調査研究の実施

調査研究課題の
検討

調査研究の実施

調査研究の実施
調査研究の実施
アンケートの実

施

調査研究の実施
アンケートの実
施のため関係機

関との調整

調査研究の実施指標目標
※年度初めに設定

調査研究課題の
検討

ヤングケアラー
の実態調査

国や県、他自治体の動向を注視しながら、関係各課と調整を図りま
した。

ケアラーに対する支援について、第３
期本庄市地域福祉計画に新たな取組と
して加えました。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

B 新たな地域課題を把握し、必要な施策につなげていくための調査研究を引き続き実施しま
す。

≪備考≫

自己評価 今後の方針

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ中止

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略４ 計画推進体制の発展・強化

施策細目（１） 市の計画推進体制の強化

実行課 地域福祉課

重点施策

６．新たな課題への実態調査の実施

ヤングケアラー等の新たな地域課題を把握し、必要な施策につなげていくため
の調査研究を実施します。なお、調査研究の結果明らかとなった課題に対して
は、計画の変更等により対応していきます。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

事　　業

概　　要重点事項・
重点的取組
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Ａ 地域福祉基金への関心を高めていただくための周知を行い、寄附文化の醸成について引き
続き取り組んでいきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

企業から福祉分野へ寄附をいただきました。また、その内容を広報
に掲載し、地域福祉基金の周知と寄附文化の醸成に務めました。

【令和5年度地域福祉基金積立額】
 3件、合計79,062円
（令和4年度5件、合計119,948円）

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

地域福祉基金の周知と寄附文化の醸成

指標目標 周知方法等の検討周知方法等の検討周知方法等の検討周知方法等の検討周知方法等の検討

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略４ 計画推進体制の発展・強化

施策細目（３） 地域福祉財源の確保

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ要検証

重点施策

１．地域福祉基金の周知と寄附文化の醸成

市が在宅福祉の推進など、地域における保健福祉活動の振興を図るために設置
している「本庄市地域福祉基金」の周知等の寄附文化の醸成を図り、地域福祉
財源の充実に努めます。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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A 国や県の補助金・交付金等を積極的に活用するため、情報収集に努め、効率的・効果的な
施策実現を行っていきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

成年後見制度の推進については、成年後見サポートセンター業務を
社会福祉協議会へ委託し、委託料の財源として権利擁護人材育成補
助金を活用しました。

各補助金等を活用し、市の地域福祉推
進事業の充実が図れています。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

補助金・交付金等の活用

指標目標
補助金・交付金
等の活用の検討

補助金・交付金
等の活用の検討

補助金・交付金
等の活用の検討

補助金・交付金
等の活用の検討

補助金・交付金
等の活用の検討

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略４ 計画推進体制の発展・強化

施策細目（３） 地域福祉財源の確保

実行課 地域福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ要検証

重点施策

２．市の事業における補助金等の活用

市が地域福祉を推進していくための取組に係る費用として、市の一般財源だけ
でなく、国や県の補助金・交付金等を積極的に活用するとともに、国内の財団
法人等の助成金等の活用を検討します。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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Ａ 各団体の活動状況を把握しながら必要な助言や財政支援を行っていきます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

昨年に引き続き、民生委員・児童委員協議会、保護司会、老人クラ
ブ連合会など、各地域福祉活動団体から補助金等の申請を受けるに
あたり、前年度の実績報告や今度の活動計画を確認し、必要に応じ
て助言等を行いました。

主な地域福祉活動団体：7団体※
※民生委員・児童委員協議会、本庄地
区保護司会、児玉地区保護司会、埼玉
県更生保護観察協会本庄支部、埼玉県
更生保護観察協会児玉支部、社会を明
るくする運動本庄市推進委員会、老人
クラブ連合会
総支給額：23,023,080円（県費分含
む。）

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

財源確保の支援

指標目標
周知方法等の検

討
周知方法等の検

討

周知方法等の検
討

支援の実施

周知方法等の検
討

支援の実施

周知方法等の検
討

支援の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略４ 計画推進体制の発展・強化

施策細目（３） 地域福祉財源の確保

実行課 地域福祉課・高齢者福祉課

事　　業

概　　要

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ要検証

重点施策

３．関係機関・団体の財源確保への支援

地域住民をはじめ、市内の関係機関・団体が地域福祉に関わる諸活動を行うに
あたり、その財源確保を支援するための助言等を行います。また、地域福祉活
動に利用可能な補助金・交付金・助成金等の周知に努めます。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）
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官民連携の強化
の実施

概　　要

A 今後も関係機関と情報共有と意見交換をしながら、協力が得られるよう努めます。

≪備考≫

重点事項・
重点的取組

社会福祉法人や介護保険事業所の協力によるスーパーへの移動支援
を行いました。また、令和元年度にケーブルテレビの協力により動
画作成した「はにとれ（はにぽん筋力トレーニング）」をケーブル
テレビや市のホームページにて配信を継続しました。その他、駐車
場等を使用したラジオ体操の実施、埼玉県が実施する「プラチナ・
サポートショップ制度」への登録について、地域の店舗や企業等に
ご協力いただきました。
また、本庄市キャラバン・メイトの会や認知症サポーター、介護
サービス事業所等と連携・協働し、認知症に関するイベント（オレ

ンジウィーク㏌ほんじょう）を開催しました。

連携・協働することで地域支援の共通
認識を図ることができました。

＜令和5年度実施結果＞

具体的な取組内容 成　果

自己評価 今後の方針

官民連携の強化

指標目標
官民連携の強化

の実施

ふくしの杜ほんじょうプラン２１　進捗管理シート

基本戦略４ 計画推進体制の発展・強化

施策細目（３） 地域福祉財源の確保

実行課 高齢者福祉課

Ａ達成　Ｂ未達成　Ｃ検討中　Ｄ要検証

重点施策

４．官民連携の強化

地域課題の解決や人材開発等市民の福祉の向上に資する取組について、関係機
関・団体、社会福祉法人、民間企業等と協働することで効率的な事業展開に努
めます。

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年次計画
（予定）

官民連携の強化
の実施

官民連携の強化
の実施

官民連携の強化
の実施

事　　業
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